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(57)【要約】
　腕時計用のサブアセンブリ（２００）であって、ハウ
ジング（１４；１５）の内側で枢動する帯磁又は帯電表
面（１６）を含むアーバ（１０）と、上記表面を軸（Ｄ
Ａ）の周りの磁場又は静電場に曝露する極片（１１；１
２；３１；３２）とを含み、１つの極片（１１；１２；
３１；３２）は、この表面と軸方向に協働して、衝撃を
吸収し、アーバ（１０）を動作位置に戻し、またこの表
面の近傍に、アーバ（１０）をハウジング（１４；１５
）の壁に向かって径方向に引き付ける磁場又は静電場を
生成する、サブアセンブリ（２００）。
【選択図】図１６Ｂ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　腕時計用の時計サブアセンブリ（２００）であって、
　前記サブアセンブリ（２００）は、主構造体（１００）と、前記主構造体（１００）の
少なくとも１つのハウジング（１４；１５）の内側の枢軸（ＤＡ）の周りで枢動可能なア
ーバ（１０）とを備え、
　前記アーバ（１０）は、帯磁若しくは磁気伝導性材料、又は帯電若しくは静電伝導性材
料からなる少なくとも１つの表面（１６；１８；２１；２２）を備え、
　前記主構造体（１００）は、前記アーバ（１０）の軸方向及び／又は磁性保持のために
、少なくとも１つの前記表面の近傍に少なくとも１つの磁場又は静電場を生成するよう配
設された、少なくとも１つの極片（１１；１２；３１；３２）を備える、時計サブアセン
ブリ（２００）において、
　前記時計サブアセンブリ（２００）は：
　少なくとも１つの前記極片（１１；１２；３１；３２）が、少なくとも１つの前記表面
（１６；１８；２１；２２）と、前記枢軸（ＤＡ）に沿って、軸方向及び径方向の引き付
け又は反発によって協働することにより、径方向の衝撃を吸収し、前記衝撃の停止後に前
記アーバ（１０）を動作位置に戻すよう、配設されることを特徴とし；
　少なくとも１つの前記極片（１１；１２；３１；３２）が、少なくとも１つの前記表面
（１６；１８；２１；２２）の近傍に、少なくとも１つの前記磁場又は静電場を生成する
よう、配設され、少なくとも１つの前記磁場又は静電場は、前記アーバ（１０）を前記ハ
ウジング（１４；１５）の壁に向かって径方向に引き付ける傾向を有するか、又は前記枢
軸（ＤＡ）に沿って変動し、また前記アーバ（１０）に対して、少なくとも１つの前記極
片（１１；１２；３１；３２）と少なくとも１つの前記表面（１６；１８；２１；２２）
との間の引き付け又は反発による協働に由来する抵抗性応力を印加するよう配設されるこ
とを特徴とする、時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項２】
　少なくとも１つの前記場は、前記アーバ（１０）の軸方向の前記引き付け又は反発を保
証し、前記枢軸（ＤＡ）の周りで実質的に回転するものであり、磁場であること；及び
　少なくとも１つの前記場の、前記枢軸（ＤＡ）に沿った軸方向成分の強度は、０．５５
テスラ超であること
を特徴とする、請求項１に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項３】
　前記アーバ（１０）は、磁気又は静電気ポテンシャルのみによって、前記枢軸（ＤＡ）
に沿って軸方向に制動され、
　前記磁気又は静電気ポテンシャルは、前記枢軸（ＤＡ）に沿って変化し、少なくとも１
つの前記極片（１１；１２；３１；３２）と少なくとも１つの前記表面（１６；１８；２
１；２２）との間の引き付け又は反発による協働に由来する抵抗性応力を生成する
ことを特徴とする、請求項１又は２に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項４】
　前記ポテンシャルのプロファイルは、前記抵抗性応力が、前記枢軸（ＤＡ）に沿った前
記アーバ（１０）の移動中に連続的に増大又は減少するようなプロファイルであることを
特徴とする、請求項３に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項５】
　前記アーバ（１０）は、少なくとも１つの磁場又は静電場障壁を形成する前記ポテンシ
ャルプロファイルのみによって、前記枢軸（ＤＡ）に沿って軸方向に制動され、
　前記障壁は、前記枢軸（ＤＡ）に沿った前記アーバ（１０）の移動を制動又は停止する
よう配設される仮想的な環状のキャッチを形成する
ことを特徴とする、請求項３又は４に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項６】
　前記アーバ（１０）は、複数の前記障壁のみによって、前記枢軸（ＤＡ）に沿って軸方
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向に制動され、
　各前記障壁と交差することにより、衝撃の動力学的エネルギの一部が吸収され、各前記
障壁は、ポテンシャルレベルの境界を形成する
ことを特徴とする、請求項５に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項７】
　前記障壁は連続しており、前記枢軸（ＤＡ）に沿って、前記アーバ（１０）の動作位置
から前記主構造体（１００）が備える機械的停止部材に向かって、磁場又は静電場強度が
増大するものであることを特徴とする、請求項５又は６に記載の時計サブアセンブリ（２
００）。
【請求項８】
　前記機械的停止部材は、磁性停止部材と対になっているか、又は磁性停止部材を形成す
ることを特徴とする、請求項７に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項９】
　前記主構造体（１００）は、少なくとも１つの第１のハウジング（１４）を備える第１
の構造体（１１）を備え、前記アーバ（１０）は少なくとも、前記第１のハウジング（１
４）の内側で枢動可能であり、前記第１の構造体（１１）は、前記第１のハウジング（１
４）内に、前記枢軸（ＤＡ）の周りで実質的に回転する前記磁場又は静電場を生成し、こ
れによって前記アーバ（１０）に、前記アーバ（１０）を前記枢軸（ＤＡ）に沿って整列
させる傾向を有する応力を与えること；及び
　前記主構造体（１００）は、前記第１の構造体（１１）上又は前記主構造体（１００）
が備える第２の構造体（１２）上に配設された第２のハウジング（１５）内に、帯磁又は
帯電した塞止表面（１２０）を備え、前記塞止表面（１２０）は、前記アーバ（１０）が
備える帯磁又は帯電した前面（１８）に対して、前記枢軸（ＤＡ）に沿って軸方向に引き
付ける又は反発するよう配設されること
を特徴とする、請求項１～８のいずれか１項に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項１０】
　前記場は磁場であること；及び
　前記前面（１８）と前記塞止表面（１２０）との間の前記磁場の強度は、０．５５テス
ラ超であること
を特徴とする、請求項９に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項１１】
　前記アーバ（１０）は第１の上側肩部（１６）を備え、前記第１の上側肩部（１６）は
前記第１のハウジング（１４）の内側に格納され、また少なくとも前記第１の上側肩部（
１６）の表面に帯磁若しくは強磁性材料を備えるか、又は少なくとも前記第１の上側肩部
（１６）の表面に静電伝導性材料を備え、前記少なくとも１つの第１の上側肩部（１６）
は、前記第１のハウジング（１４）内において、前記第１の構造体（１１）が生成する前
記磁場又は静電場に曝露されること；及び
　前記アーバ（１０）は、前記構造体（１１）が備える、又は前記時計サブアセンブリ（
２００）の第３の構造体（１３）が備える、第２のハウジング（１５）の内側に格納され
た少なくとも１つの第２の下側肩部（１７）を備え、前記第２のハウジング（１５）は、
停止部材を形成すること
を特徴とする、請求項９又は１０に記載の時計サブアセンブリ。
【請求項１２】
　前記第２のハウジング（１５）は、前記塞止表面（１２０）を備える前記第２の構造体
（１２）を取り囲むことを特徴とする、請求項１１に記載の時計サブアセンブリ（２００
）。
【請求項１３】
　前記アーバ（１０）は、前記アーバ（１０）のアーバ軸（ＡＡ）の周りで回転するもの
であり、前記アーバ軸（ＡＡ）は、前記アーバ（１０）が前記第１のハウジング（１４）
内にある場合に前記枢軸（ＤＡ）と整列すること；及び
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　前記アーバ（１０）は、前記第１のハウジング（１４）を形成する回転式の穿孔と協働
する、少なくとも１つの第１の円筒形上側肩部（１６）を備えること
を特徴とする、請求項９～１２のいずれか１項に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか１項に記載の少なくとも１つの時計サブアセンブリ（２００
）を含む、ムーブメント（５００）。
【請求項１５】
　請求項１～１３のいずれか１項に記載の少なくとも１つの時計サブアセンブリ（２００
）を含む、腕時計（１０００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、腕時計用の時計サブアセンブリに関し、上記サブアセンブリは、主構造体と
、上記主構造体の少なくとも１つのハウジングの内側の枢軸の周りで枢動可能なアーバと
を備え、上記アーバは、帯磁若しくは強磁性材料、又は帯電若しくは静電伝導性材料から
なる少なくとも１つの表面を備え、上記主構造体は、上記アーバを軸方向及び径方向に保
持するために、少なくとも１つの上記表面の近傍に磁場又は静電場を生成するよう配設さ
れた、少なくとも１つの極片を備える。
【０００２】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含むムーブメントに関する。
【０００３】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含む腕時計に関する
【０００４】
　本発明は、枢動する機械的構成部品を備える腕時計ムーブメントの分野に関する。
【背景技術】
【０００５】
　時計学において、より詳細には腕時計に関して、構成部品、特にアーバを特定の位置に
保持するために、機械的技術が一般に使用される。上記構成部品は、特に衝撃時に一定程
度の運動が必要である場合、停止部材に対して、弾性システムによって保持できる。例え
ばばねがアーバを停止部材に対して保持する。
【０００６】
　予備応力を印加されたばねによる保持は、長期間に亘って安定しない。このようなばね
は、腕時計が受ける衝撃による応力の変動に対処しなければならないが、上記ばねは、停
止部材に対する衝突の応力を受ける全ての構成部品と同様に、疲労及び摩耗を受ける。
【０００７】
　更に、このようなばねの、再現性のある製造は困難である。一連の公差により、予備応
力に大きな多様性がもたらされる場合がある。その結果性能が長期間に亘って安定せず、
また耐衝撃効果も腕時計の寿命に亘って低下する。
【０００８】
　要するに、弾性の機械的保持システムが遭遇する主要な問題は、繰り返される機械的応
力によって引き起こされる構成部品の摩耗、及び厳密な公差を達成する必要であり、従っ
てこれらはコストがかかる。
【０００９】
　従って、耐久性を有する耐衝撃機構を用いて、時計アーバの軸方向保持を保証すること
は、困難なままである。
【００１０】
　ＭＯＮＴＲＥＳ　ＢＲＥＧＵＥＴ　ＳＡによる特許文献１は、２つの端部を備える透磁
性又は磁性材料製の時計構成部品の配向のための方法を開示しており、上記端部の両側に
は２つの磁場が生成され、各磁場は上記構成部品を、上記構成部品の周囲において上記磁
場の強度に不均衡がある状態で、極片に引き付けることにより、上記極片上の力の差異を
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生成し、上記端部のうちの一方を上記極片のうちの一方の接触表面に対して押圧し、また
もう一方の端部をもう一方の極片からある距離に保持する。この出願はまた、同一の原理
による静電気性変形例も開示する。この出願はまた、このような時計構成部品を備える磁
性ほぞ（又は静電気性変形例）にも関し、これはガイドデバイスを含み、このガイドデバ
イスは、端部間の中心距離より大きい空隙を有して２つの極片の表面を有し、上記表面は
、端部のうちの一方が伝達する磁場によって引き付けられるよう、又は端部のうちの一方
を引き付ける磁場を生成するよう、それぞれ配設され、これにより、上記２つの端部に印
加される磁力は異なる強度のものとなり、これにより、上記端部のうちの一方を引き付け
て、上記極片表面のうちの一方のみと接触させることができる。
【００１１】
　ＭＯＮＴＲＥＳ　ＢＲＥＧＵＥＴ　ＳＡによる特許文献２は、第１の端部と第２の端部
との間で枢動するように設置された時計構成部品の保護のための磁性（又は静電気性）耐
衝撃デバイスを開示している。これは、これらの端部のいずれの側に、第１の端部の枢動
を案内するための手段、又は第１の端部を引き付けて第１の極片上に静置された状態に保
持するための手段と、第２の極片の近傍に、第２の端部の枢動を案内するための手段、又
は第２の端部を第２の極片に向けて引き付けるための手段とを含み、第１の端部の枢動を
案内するための手段又は第１の端部を引き付けるための手段、及び第２の端部の枢動を案
内するための手段又は第２の端部を引き付けるための手段は、停止部材間において所与の
方向に沿って移動可能である。
【００１２】
　ＨＥＬＤによる特許文献３は、非接触時計ほぞの磁気懸架のための磁石と、ちょうど中
心に孔を開けられたディスク内の環状磁石との組み合わせを開示している。第１の変形例
では、この磁石は径方向に帯磁しており、一方の極を孔の内側直線母線上に、もう一方の
極を外側直線母線上に有する。第２の変形例では、この磁石は軸方向に帯磁しており、２
つの極性領域が、ディスクの２つの円形平坦表面に亘って分布し、磁気によって保持及び
案内される可動アセンブリのアーバは、上記環状磁石の孔の中心を通過し、このアーバは
、超保磁力材料を含有する薄型被磁性壁を有するチューブからなり、２つの端部において
反対の符号の２つの極に単一片として帯磁しているか、又は空隙によって分離された２つ
のセグメントとして帯磁し、上記２つのセグメントの対向する端部は、同一の符号の極を
有する保護チューブの内側に格納され、固定磁石／ディスクに組み付けられ、２つの径方
向極軸及び反対の符号の極は上記軸方向帯磁ディスクに組み付けられ、上記２つのセグメ
ントを分離する上記空隙は、チューブ状アーバのコアを形成し、これは、上述のディスク
の厚さと同様であり、かつ上記ディスクの中心の孔の内側に配置されており、これにより
、上記軸方向磁石の末端は、上記孔のわずかに内側に延在し、２つの平面、円形表面は、
円筒又は帯磁ディスクの高さの範囲を画定する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】欧州特許出願第２４５０７５８号
【特許文献２】欧州特許出願第２４５０７５９号
【特許文献３】仏国特許第１３１４３６４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、時計アーバを所定の位置に保持するためのアーキテクチャの定義を提示する
。上記時計アーバは、安定した耐衝撃効果を長期間に亘って保証でき、また再現性を有す
る。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　この目的のために、本発明は、請求項１に記載の、腕時計用の時計サブアセンブリに関
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する。
【００１６】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含むムーブメントに関する。
【００１７】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含む腕時計に関する
【００１８】
　本発明の他の特徴及び利点は、添付の図面を参照して以下の「発明を実施するための形
態」を読めば、明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、本発明による時計サブアセンブリの概略斜視図である。上記時計サブア
センブリは、略チューブ状のセクタを形成する第１の極片によって、第１の穿孔の内側に
、磁性引き付け又は反発によって径方向に保持されるアーバを備える。このアーバの軸は
、第１の穿孔の軸に略対応する枢軸上に保持される。このアーバは、ここでは略チューブ
状の制限スリーブが備える第２の穿孔によって画定されるチャンバの内側に、第２の前方
極片によって軸方向に保持される。このサブアセンブリは、存在し得る位置決め停止部材
を省いて図示されている。
【図２】図２は、図１のサブアセンブリの概略断面図である。
【図３】図３は、図１のサブアセンブリの概略上面図である。
【図４】図４は、第１の極片がアーバの周りで回転する、別の同様のサブアセンブリの、
断面図である。
【図５】図５は、第１の極片がアーバの周りで回転する、別の同様のサブアセンブリの、
上面図である。
【図６】図６は、本発明による腕時計外装又はムーブメント用のサブアセンブリの、第１
の変形例の概略断面図である。上記第１の変形例は、径方向機械的案内システムと、アー
バの軸方向保持を保証する少なくとも１つの磁石とを含む。このサブアセンブリは、ハウ
ジングの底部に磁石を備える下側ウイングを有する構造体を備える。このハウジングはア
ーバを受承し、このアーバは、軸方向に平行な場方向に引き付ける磁力を受ける。この構
造体は、インサートの変位を制限して上記アーバの上方の安全停止部材を形成する、上側
ウイングを備える。
【図７】図７は、図１と同様の様式で、反転した構成を示し、ここでは安全停止部材は上
記アーバの下方にあり、摩擦表面が停止部材に追加されている。
【図８】図８は、磁石と、磁気によって引き付けられる部品との概略断面図であり、これ
らは構造体及びアーバを形成し、構造体及びアーバはそれぞれ、各接触表面上に摩擦又は
耐摩耗層を備える
【図９】図９は、頭部が平坦な爪の形状の磁石を受承する帯磁ハウジングを有する構造体
の概略図であり、これは、アーバの一部を形成するスペーサを押圧し、また上記磁石によ
って上記構造体上に留められて上記構造体に対して押圧され、上記磁石の上記頭部と固定
要素との間でクランプ留めされる。
【図１０】図１０は、複数の磁石を備えるアーバの、軸に沿った概略部分断面図であり、
上記磁石の極性は、斜線又は格子模様で示され、また上記磁石は、上記アーバがその中で
移動できる構造体に備えられた他の固定磁石の間で可動である。
【図１１】図１１は、上記構造体の他の固定磁石の間に磁石を支承するアーバの、別の構
成を示す。
【図１２】図１２は、方向ｚに固定された線状構造体の概略部分断面図であり、これは、
交互に配設された常磁性又は強磁性部品と反磁性部品とを含み、これらはそれぞれ斜線又
は格子模様で示され、不動化されているこの構造体に沿って、永久磁石（図示せず）を備
える円筒形アーバを整列させることができる。
【図１３】図１３は、上述のようなサブアセンブリを備えるムーブメントを備える腕時計
の概略正面図を示す。
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【図１４】図１４は、本発明による時計アセンブリの、アーバの枢軸を通る概略部分断面
図である。これは、構造体の内側で枢動可能なアーバを備え、上記アーバは、軸方向の場
を下端において生成し、また枢軸の周りに、枢軸の方向に第１の強度を有する略円錐形の
場を生成する。上記アーバがその中で移動できる上記構造体は、円錐形の場を生成する連
続する複数の領域を備え、上記場は、アーバが生成する場に対向する傾向を有し、また図
１４Ａに示すアーバの動作位置から、アーバの移動の下部に近づくにつれて強度が漸増す
る。上記構造体のこれらの場の領域はそれぞれ、アーバの下方への移動を制動する仮想キ
ャッチを形成する。　図１４Ｂは、衝撃又は高い加速の後の、図１４Ａのサブアセンブリ
を示す。上記アーバは移動の下端（図示せず）に向かう移動を開始しており、また、上記
アーバが、単線矢印で表される第１の場の障壁（略対称であり、また上記アーバ自体の円
錐形の場に対向する）と交差する位置、かつ上記アーバが、第１の障壁より高い軸方向強
度を有する、二重線矢印で表される第２の場の障壁に到達する位置にある。　図１４Ｃは
、上記アーバに付与される動力学的エネルギが高く、上記アーバを第２の場の障壁と交差
させることができ、また上記アーバが、第２の障壁より高い軸方向強度を有する、三重線
矢印で表される第３の場の障壁に到達する場合の、同一のサブアセンブリを示し、この例
では上記第３の場の障壁は、上記アーバの軸方向移動を停止させるために十分なものであ
る。　図１４Ｄは、これに続く、アーバが受ける反発性の場の作用下での、図１４Ａの動
作位置へのアーバの上昇を示す。
【図１５】図１５は、アーバが軸方向端部の場のみを生成し、移動の下端の第３の円錐形
の場の障壁が、同様の強度の軸方向の場の障壁に置き換えられていることを除いて、図１
４と同様の様式で同様の構成を示し、また図１４と同様の、アーバの軸上でのアーバの下
降及び上昇のシーケンスを示す。
【図１６】図１６は、アーバがその中で移動できるハウジングを備える構造体を示し、上
記アーバの及び上記ハウジングの下端及び上端において、図１５の変形例に対応する対称
な構成を有する。
【図１６Ａ】図１６Ａは、場が反発応力ではなく引き付け応力を生成する変形例を図１６
と同様の様式で示す。
【図１６Ｂ】図１６Ｂは、径方向の場が反発力ではなく引き付け力を生成する一方で、構
造体の軸方向の場が反発力を生成する変形例を、図１６と同様の様式で示す。
【図１７】図１７は、図１６によるサブアセンブリを、斜視図１７Ａ及び上面図１７Ｂで
示し、アーバの枢軸に対して平行な、アーバの挿入及び除去を可能とする側方切り欠きを
備える。
【図１８Ａ－１８Ｃ】図１８Ａは、図１２のシステムを利用した機構の概略斜視図である
。アーバはその中心位置に、直線状構造体の近傍に配置された暗色の永久磁石を有し、こ
れはここでは、反磁性領域と常磁性／強磁性領域とが交互に配設された凹状シェルの形態
である。　図１８Ｂは、図１８Ａのアセンブリの断面図である。　図１８Ｃは、アーバに
固定された永久磁石の存在によって、及びシェル上の複数の領域の磁気特性によって生成
される、極性を示し、永久磁石を備えるアーバはその後、図１０～１２のバージョンと同
様の、ただし反磁性領域と常磁性／強磁性領域によって生成された、力を受ける。
【図１９Ａ－１９Ｂ】図１９Ａ、１９Ｂは、図１８Ｂ、１８Ｃと同様の図ではあるが、機
械的接触の保持を利用したシステムに関して、格子模様で表される部分は静止している。
【図２０】図２０は、同一の力及び直径を有する２つの円筒状磁石の間に印加される磁力
（縦軸）を、これらの相対的な高さ（横軸）の関数として示す曲線である。値０．５は、
これらの磁石が同一の高さを有する場合に対応する。
【図２１】図２１は、同一直径を有する円筒形磁石と円筒形強磁性部品との間に印加され
る磁力（縦軸）を、これらの相対的な高さ（横軸）の関数として示す曲線である。値０．
２５は、上記強磁性部品が上記磁石の３倍小さい場合に対応する。
【図２２】図２２は、本発明によるサブアセンブリを備える時計ムーブメントの概略部分
断面図であり、アーバは、極片によって軸方向に引き付けられ、またアーバの端部は、極
片の前部と摩擦接触する。
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【発明を実施するための形態】
【００２０】
　ある構成部品における機械的応力の影響は、幅広い公差を有することが多い多数のパラ
メータに依存する。摩擦及び摩耗の結果は特に制御が困難である。というのは、これらは
、使用される材料の表面の状態及び物理的特性に大きく依存するためである。
【００２１】
　これらの特性は、使用される合金及び実装される方法、特に熱、表面及びイオン注入処
理に依存する。本方法及び材料の異なる複数のパラメータの累積公差により、これらの物
理的特性を知ること、及び上記物理的特性を正確に制御することが不可能となる。従って
、このような公差の結果として、再現性が保証されなくなる。更に、公差の範囲を低減す
ることにより、より良好な現象の再現性を得ることができるが、これは、大量生産のため
には高過ぎるコストをもたらす。
【００２２】
　磁性相互作用を決定する理論は、マクスウェル方程式によって完全に記述され、残りの
未知数は、使用される磁性材料（これらはますます良好に制御されるようになっている）
、及び近似を最小にして分析的かつ数値的にこれらの方程式を解くことの困難さから生じ
る。しかしながら、巨視的視点からすると、これらの不正確さは、磁性システムを本質的
に信頼できるものとするために十分に低い。
【００２３】
　本発明は、磁場及び／又は静電場の影響下で長期間に亘って安定した、時計アーバ用の
耐衝撃保持システムを提案する。
【００２４】
　本発明を、磁気による非限定的な応用例を用いてより詳細に説明する。本発明は、静電
場を採用して、特にエレクトレットを使用して実装することもでき、あるいは磁場と静電
場とを組み合わせることによっても、実装できる。
【００２５】
　本明細書における「アーバ（ａｒｂｏｒ）」は、理論的な枢軸の周りで枢動するよう配
設された、いずれの時計構成部品を意味する。本明細書では本質的に、本発明を、このよ
うな構成部品又はホイールセット等のシャフト状部分に関して説明する。例えば天輪の場
合、天輪のシャフト状部分の両端部に特に重点が置かれる。本発明は、１つ又は複数の円
筒状肩部を備える回転アーバを用いて、簡略化して図示されている。しかしながらこの図
示は非限定的なものであり、本発明は、アンクルレバー、ガンギ車、ホイール、カナ又は
他の要素といったいずれのタイプの構成部品に適用できる。
【００２６】
　これらの例では、磁力を用いてアーバ保持システムを構成することが提案され、これは
、磁場の中に置かれた帯磁材料の片において誘発される上記力を利用する。この力は、（
磁石と磁性部品との間の相互作用に関して）以下の法則によって与えられる：
【００２７】
【数１】

【００２８】
ここでＭは材料の磁化であり、Ｂは外部磁場であり、（１）中の全ての量はベクトルであ
る。
【００２９】
　原理は、固定部品上に１つ又は複数の磁石を位置決めすること、及び固定されていなけ
ればならない強磁性（引き付け）、反磁性（反発）又は常磁性（引き付け）構成部品が受
ける磁力を利用することである。従ってこの構成部品は引き付け又は反発の力を受け、こ
れを利用して上記構成部品を所定の位置に保持できる。
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【００３０】
　図１～３の第１の変形例は、例えばアーバを、アーバを位置決めする三角形（位置決め
用停止部材）の内側に接触した状態で保持することによって、磁力を用いてアーバに３方
向の応力を印加することからなる。上記接触は、永久磁石に対して直接行うこともできる
。
【００３１】
　径方向機械的案内要素と、軸方向の保持を保証する磁石とを有する、図４の第２の変形
例は、磁力を用いて、アーバに、上記３方向のうちの１方向又は２方向の応力を印加し、
その一方で上記機械的案内要素を用いて上記アーバが他の方向に移動するのを制限する場
合に関する。典型的には、上記径方向案内要素はスリーブによって達成でき、上記アーバ
は磁石によって軸方向に保持される。
【００３２】
　当然のことながら、使用される磁石の数は、変形例毎に変更してよい。例えば、図１～
４のｚにおける軸方向保持のための単一の磁石の代わりに、複数の磁石のクラウンを使用
する設計も考えられる。これは、複数の構成部品の欠陥を平均化するという利点、及びよ
り大きい半径に亘って応力、特に上記力を印加するという利点を有する。
【００３３】
　以下に記載する磁気による応用例では、磁場の中に置かれた帯磁材料又は強磁性材料の
片において誘発される幅広い意味での応力、即ち力又はトルクを利用する保持システムが
得られる。この応力は、上記材料の磁化、又は上記材料の透磁性、及び局所的な磁場の強
度に依存する。ある特定の実施形態では、１つ又は複数の磁石を、構造体と呼ばれる固定
部品及び／又はアーバ上に位置決めする。このアーバは、上記アーバを所定の位置に保持
するために使用できる引き付け又は反発の力を受ける（又は上記アーバが帯磁しており、
帯磁若しくは非帯磁若しくは強磁性環境と協働する場合には、上記力を生成する）。
【００３４】
　軽量な要素に関して、また十分な磁場を生成できる１つ又は複数の磁石の存在が、利用
可能な空間によって許容されている場合、衝撃時に要素を保持するためには、磁力のみで
十分である場合がある。
【００３５】
　しかしながらほとんどの場合、この力は小さすぎる。磁力が衝撃に耐えるには小さすぎ
る場合、図６、７に示すように、過剰な変位を制限するための安全停止部材を導入できる
。図６、７は、図４のタイプの２つの構成を示しており、安全停止部材を、一方は上記構
成部品の上方に、他方は上記構成部品の下方に有し、また潜在的な接触領域が５で表され
ている。従ってこの磁気による保持を用いて、ある振幅限界を有する小さい衝撃に対抗す
る（上記構成部品は、上記振幅限界の後、移動して上記停止部材に至る）。この動作モー
ドは、ばねを用いた保持システムの利点を有し、その一方で元の位置への復帰に際して比
較的小さい衝撃しか引き起こさない。実際には、磁性システムはばねシステムとは異なり
、部品がその保持位置から移動するに従って減少する力を印加する。従って、偶発的な衝
撃中に保存されるエネルギ（これは構成部品が元の位置に復帰すると解放される）は、比
較的小さくなる。
【００３６】
　上記力は、２つの磁石によって生成することもできる。図２０、２１は、２つの磁性体
、即ち図２０の２つの磁石、又は図２１の１つの磁石及び１つの強磁性部品をそれぞれ有
するシステムが生成できる磁力Ｆｍ（ニュートン）を、これらの２つの磁性体の相対サイ
ズの比ｈ１／ｈ２に従って示す。
【００３７】
　更なる変形例では、磁性システムは、保持機能を有するだけでなく、図１０、１１に示
すように位置決め／再位置決め機能を促進する。図１０の第１のケースでは、磁石の磁性
反発に打ち勝つために更なる力を印加しなければならず、上記システムが所定の位置とな
ると、上記システムは軸方向ｚにおいてその位置に保持される。このようなシステムは、
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径方向接触からの摩擦を最小化するための、宝石又は他のいずれの摩擦表面の導入と組み
合わされる場合に、特に有利である。図１１の第２のケースは、磁性再センタリングシス
テムであり、ここでは、永久磁石を含むアーバが、磁性引き付け部品及び反発部品で構成
される直線状構造体に対して保持される。これらの部品は、永久磁石から作製してもよい
。このシステムの径方向保持は、（上で提示されている可能な変形例を有する）上記引き
付け部品を用いた磁気的なものであり、上記構成部品は、各衝撃の後に、磁気によって再
センタリングされる。このシステムは、角度に関するある自由度に対して容易に適合させ
ることができる。
【００３８】
　磁性引き付け及び反発領域を有する、図１２の上記直線状構造体は、ムーブメントの固
定部品上の永久磁石を用いて、上記アーバ上に直接存在させることもできる。
【００３９】
　従って、異なる複数の幾何学的構成を使用できる。
【００４０】
　また、上記磁力を用いて、腕時計外装又はムーブメントの要素に対して、例えば上記要
素を位置決めするメス型三面体（これは位置決め用停止部材のセットも形成する）に接触
した状態で上記要素を保持することにより、３方向に応力を印加することもできる。磁性
要素は、接触表面に対して後退していてよい。磁性構成部品の表面に直接接触することも
できる。
【００４１】
　ある変形例は、磁力を用いて、ある要素に、上記３方向のうちの１方向又は２方向の応
力を印加し、その一方で機械的案内要素を用いて、上記要素の他の方向への変位を制限す
る。
【００４２】
　従って本発明について、アーバの軸方向減衰に関してより正確に説明する。アーバの枢
動は、宝石若しくは軸受が案内する従来のもの、又は磁性タイプ若しくは他のタイプ、特
にこれらのタイプの組み合わせであってよい。
【００４３】
　これらの変形例それぞれに関して、衝撃に耐えるには磁力が小さすぎる場合、アーバの
変位を制限して過剰な移動を回避するために、安全停止部材を導入できる。従ってこの磁
気による保持を用いて、ある振幅限界を有する小さい衝撃に対抗する（上記磁性的に保持
されたアーバは、上記振幅限界から移動して上記機械的安全停止部材に至る）。この動作
モードは、ばねを用いた保持システムの利点を有し、その一方で元の位置への復帰に際し
て比較的小さい衝撃しか引き起こさない。実際には、磁性システムはばねシステムとは異
なり、上記アーバが、上記アーバが保持される動作位置から移動するに従って減少する力
を印加する。従って、偶発的な衝撃中に保存されるエネルギ（これは上記要素が元の位置
に復帰すると解放される）は、比較的小さくなる。
【００４４】
　本発明のある有利な実施形態では、構造体及び／又はアーバ内に存在する磁場及び／又
は静電場感の協働が繰り返され、これは、上記アーバ及び上記構造体の相対位置に左右さ
れる電磁障壁を含み、また上記電磁障壁の交差は、衝撃時の上記アーバの動力学的エネル
ギの全て又は一部を使用する。
【００４５】
　２つの磁石によって、又は強磁性（引き付け）、反磁性（反発）若しくは常磁性（引き
付け）部品と近接した１つの磁石によって、相対的な応力が生成され得る。
【００４６】
　所定の位置に保持されるべきアーバは、実際には強磁性、反磁性若しくは常磁性であっ
てよく、かつ磁石の近傍に配置してよいか、又は実際には、１つ若しくは複数の磁石若し
くは帯磁領域、あるいは帯電領域を備えてよい。
【００４７】
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　２つの磁石によって応力が生成される場合、２つの磁石は引き付け又は反発して作用で
き、引き付けによる作用は理論的には、磁性システムの比較的遅い経年劣化をもたらす。
しかしながら反発モードは、アーバの端部の減衰のための実装がより容易であり、この非
限定的なモードについて、図示されている例において説明する。
【００４８】
　本発明の、磁性又は静電気性手段による減衰という特徴は、小さい又は中程度の振幅の
衝撃に対して良好である。この技術を用いて、衝撃時のアーバの余剰の動力学的エネルギ
を完全に吸収することを考える場合、これがスペースに関して損失となることは明らかで
ある。従って本発明は、従来の機械的停止部材と併用することが好ましく、これは単純な
停止部材、又は小さい若しくは中程度の振幅の衝撃時にアーバと接触しないばねの軸受表
面であってよい。好ましくは、全ての磁石の表面は脆性であるため、場合によってアーバ
又は関連する構造的要素が備える別の表面によって保護される。従って、主構造体１００
、アーバ１０等の対向する構成部品間の接触は、必ずしも磁性でなくてよい位置決め用停
止部材に対して保持されることになるアーバの一部の接触であってよい。
【００４９】
　本発明の好ましい応用例では、アーバ用の軸方向耐衝撃システムを形成するために実装
される磁性又は静電気性手段は、アーバの、動作位置における軸方向保持を保証するため
にも使用される。図１６に示すような磁性反発を用いる構成においてのみ、接触が完全に
回避されることは、明らかである。他のほとんどの場合においては、磁性反発によって作
用する場合であっても、アーバに対する接触は不可避である。周囲の摩擦は、前部におけ
る摩擦よりも多くのエネルギを散逸させる。
【００５０】
　本発明は特に、アーバを軸方向及び径方向の両方に接触させて保持するために好適であ
る。摩擦に関して有利な、遠位におけるアーバの軸方向及び／径方向保持を用いる構成は
、常に実施できるわけではない。
【００５１】
　これに関して、アーバと受承用構造体との間の磁性又は静電気性協働は、必ずしも軸方
向のみではないことに留意されたい。
【００５２】
　有利には、この協働により、径方向保持が保証され、これによりアーバ１０をその理論
的な枢軸ＤＡ上に恒常的に整列させる傾向を有することができる。その結果、アーバ１０
の枢動の従来の案内が完璧で無い場合であっても、アーバ１０をその軸ＤＡ上に恒常的に
整列させる傾向を有する磁場又は静電場の影響によって、この案内が最適化される。
【００５３】
　図１～４では上記接触は示されていない。この接触は、図８に示すように磁石がアーバ
に直接接触するもの（若しくは適切な場合には、固定された磁石が、接触して保持される
部品の磁石に接触するもの）、又は図９に示すように、保持される構成部品の一部が位置
合わせ用停止部材（これは必ずしも磁性を有しない）に接触するものであってよい。接触
が維持される表面は、その摩擦特性及び機械的特性を最適化するように適合できる。
【００５４】
　接触表面を用いた、構造体内でのアーバの従来の案内の代替例として、これらの表面を
、その摩擦特性及び／又は機械的特性及び／又は耐摩擦特性を最適化するように適合でき
る。図８に示すような表面層は、図９の変形例又はその他によっても達成可能であるが、
これは例えば、コランダム、ダイヤモンド又は保護コーティングからなってよい。この表
面層はまた、特にコバルトバインダを用いて、炭化タングステン等の、特定の摩擦及び磁
気特性が組み合わされた材料から作製してよい。
【００５５】
　軽量な要素に関して、また十分な磁場を生成できる１つ又は複数の磁石の存在が、利用
可能な空間によって許容されている場合、衝撃時に要素を保持するためには、磁力のみで
十分である場合がある。
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【００５６】
　異なる複数の幾何学的構成を使用できる。図示されている例では、磁場の中に置かれた
帯磁材料の片において誘発された応力を利用して、磁性応力（力及び／又はトルク）を用
いてアーバ保持システムを構成する。これを達成するために、１つ又は複数の磁石を、好
ましくは固定部品上に位置決めし、固定されていなければならない強磁性（引き付け）、
反磁性（反発）又は常磁性（引き付け）部品が受ける磁性応力を使用する。従ってこの構
成部品は、上記構成部品を所定の位置に保持するために使用できる反発又は引き付けの力
を受けることになる。これと反対の相対的位置決めも可能である。
【００５７】
　図１～３に示す変形例は、例えばアーバ１０を、アーバ１０を位置決めする三面体の内
側に保持すること、若しくは位置決め用停止部材（図示せず）と接触した状態に保持する
ことによって、及び／又は永久磁石による磁性相互作用によって、磁力を使用してアーバ
１０に３方向の応力を印加することからなる。例えばいずれのアーバ１０は、アーバの第
１の上側肩部１６を径方向に取り囲む第１の構造体１１、及び第２の構造体１２と、枢軸
ＤＡ上で軸方向に整列して協働する。ある特定の例では、この第１の構造体１１及び第２
の構造体１２は磁石である。第３の構造体１３は、アーバ１０の下側肩部１７の径方向運
動を制限する穿孔１５を含む。
【００５８】
　図４、５に示す別の変形例は、磁力を用いて、上記３方向のうちの１方向又は２方向、
ここでは枢軸ＤＡに対応する軸方向の応力をアーバ１０に印加しながら、その一方で機械
的案内要素を用いて、アーバ１０の他の方向への変位を制限する場合を示す。典型的には
、径方向案内は、第１の構造体１１の穿孔１４内のスリーブによって実現でき、その一方
でアーバ１０は、第２の構造体１２が備える磁石によって軸方向に保持される。
【００５９】
　当然のことながら、使用される磁石の数は、変形例毎に変更してよい。よって、図１～
５の例における軸方向保持のための単一の磁石の代わりに、複数の磁石のクラウンを含む
設計は、複数の構成部品の欠陥を平均化するという利点、及びより大きい半径に亘って応
力を印加するという利点を有する。これは、この機構が、磁気による摩擦ばねの均等物の
摩擦性能の増大を達成するために渦電流散逸を利用するよう配設されている場合に、有利
となり得る。
【００６０】
　好ましい、ただし非限定的な解決策は、２つの磁石の間、又は１つの磁石と、磁気伝導
性、特に強磁性の部品との間の、引き付ける磁力を使用する。これは、より良好な安定性
及びより良好な部品の位置制御を提供する。
【００６１】
　方程式（１）は、磁石と磁性部品との間の力の決定のみに有効である（２つの磁石の間
の力の決定には有効でない）こと、及びほとんどの場合、磁性部品は強磁性であり、従っ
て磁石に合わせて磁化されることになり、このような場合、上記力は引き付ける力である
ことを理解されたい。磁性部品が反磁性である場合のみ、磁石と構成部品との間に反発力
が存在するが、この力は、引き付けによって得られる力の１０～１００倍小さい。
【００６２】
　図１～４に示す解決策は引き付ける力のみを使用し、上記力の方向は、複数の片を互い
に接近するように移動させる傾向を有し、上記力は、磁石‐強磁性部品タイプの変形例及
び２つの磁石を用いる変形例の両方において負である。
【００６３】
　図５のみが、引き付ける力及び反発力を組み合わせて構成部品の位置を安定させる解決
策に対応する。
【００６４】
　反発力を用いる解決法は、衝撃によるエネルギの全て又は一部を、機械的衝撃ではなく
磁性反発力によって散逸させることができる。
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【００６５】
　軽量な要素に関して、また十分な磁場を生成できる１つ又は複数の磁石の存在が、利用
可能な空間によって許容されている場合、衝撃時にアーバを保持するためには、磁力のみ
で十分である場合がある。しかしながらほとんどの場合、空間的な制約によって制限され
るこの応力は小さすぎる。磁性応力が衝撃に耐えるには小さすぎる場合、図６又は７に示
すように、過剰な変位を制限するための安全停止部材を導入できる。これらの２つの構成
は、安全停止部材を、図６では上記構成部品の上方に、図７では上記構成部品の下方に示
す。従って好ましくは、この磁気による保持を用いて、ある振幅限界を有する小さい衝撃
に対抗する（上記構成部品は、上記振幅限界の後、磁気の影響から解放されて、その動力
学的エネルギの残りの影響によって上記停止部材に至る）。この動作モードは、ばねを用
いた保持システムの利点を有し、その一方で正常な動作位置への復帰に際して比較的小さ
い衝撃しか引き起こさない。実際には、磁性システムはばねシステムとは異なり、上記ア
ーバが、上記アーバが保持される動作位置から移動するに従って、減少する応力を印加す
る。従って、偶発的な衝撃中に保存されるエネルギ（これは構成部品が元の位置に復帰す
ると解放される）は、比較的小さくなる。
【００６６】
　図１～５では上記接触は示されていない。この接触は、図８に示すような磁石とアーバ
との直接の接触、又は図９に示すような、保持されるアーバの一部と、必ずしも磁性を有
しない位置合わせ用停止部材との接触であってよい。接触が保持される表面は、その摩擦
特性及び機械的特性を最適化するように適合できる。上記表面は例えばコランダム、ダイ
ヤモンド、サファイア又は保護コーティングであってよい。この表面はまた、特にコバル
トバインダを用いて、炭化タングステン等の、有利な摩擦及び磁気特性が組み合わされた
材料であってもよい。
【００６７】
　別の変形例では、上記磁性システムはこの保持機能を有し、また図１０～１２に示すよ
うに、位置決め／再位置決め機能も促進する。
【００６８】
　図１０、１１の第１のケースでは、アーバを構造体の穿孔に軸方向に挿入すると、上記
磁石の反発に打ち勝つための追加の応力を印加しなければならないが、上記システムが所
定の位置となると、上記システムは軸方向ＤＡにおいてその位置に保持される。このよう
なシステムは、摩擦が利用されない場合において、径方向接触からの摩擦を最小化するた
めの宝石（又は他のいずれの摩擦表面）の導入と組み合わされる場合に、特に有利である
【００６９】
　図１２の第２のケースは、磁性再センタリングシステムであり、ここでは、アーバ１０
は永久磁石を含み、上記アーバは、磁性引き付け部品及び反発部品で構成される直線状構
造体に対して保持される。これらの部品は、永久磁石から作製してもよい。このシステム
の径方向保持は、（上で提示されている可能な変形例を有する）上記引き付け部品を用い
た磁気的なものであり、上記アーバは、各衝撃の後に、磁気によって再センタリングされ
る。このシステムは、角度に関するある自由度に対して容易に適合させることができる。
磁性引き付け及び反発領域を有するこのような直線状構造体は、時計ムーブメントの固定
部品に接続された構造体上の永久磁石を用いて、アーバ１０上に直接存在させることもで
きる。
【００７０】
　図１８Ａ、１８Ｂ、１８Ｃは、図１２のシステムを利用する機構を示す。図１８Ａ、１
８Ｂは、ここではシェルの形態（回転体でなくてもよい）の直線状構造体に近接して配置
された永久磁石を有するアーバを示し、上記構造体は、反磁性部分と常磁性／強磁性部分
との交互配置を含む。図１８Ｃは、（アーバに固定された）永久磁石の存在によって、及
び上記シェル上の領域の磁気特性によって生成される、極性を示す。永久磁石を備えたア
ーバは、図１０～図１２の変形例と同様の力を受けるが、この力はここでは、反磁性及び
常磁性／強磁性領域によって生成される。
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【００７１】
　図１９Ａ、１９Ｂは図１８Ｂ、１８Ｃと同様であるが、機械的接触の保持を利用するシ
ステムに関して、格子模様で示された部品は固定されている。
【００７２】
　図１０に戻ると、２つの構成部品のうちの１つ（アーバ又はスリーブ）の磁石は好まし
くは、回転時のアーバの適切な動作を保証するために、回転式である。耐衝撃機能に関し
て、このシステムの応答は、上記磁石が回転式でない場合には等方性でない。これは単な
る遷移段階であるため、必ずしも不都合であるとは限らず、以下の他の構成も考えること
ができる：
　‐（スリーブの磁石ではなく）アーバの磁石が回転式であり、従って耐衝撃機能が最大
となる方向はムーブメント上で固定され、この方向は、例えば統計的により多くの衝撃を
受ける方向に対応してよい；
　‐（アーバの磁石ではなく）スリーブの磁石が回転式であり、従って耐衝撃機能が最大
となる方向はアーバに対して固定され、この方向は、（例えばアーバ上に、回転対称では
ない固定構成部品が存在し、これがムーブメントの別の構成部品と衝突することにより）
アーバの径方向位置が他の方向よりも多くの応力を受けることになる方向に対応してよい
；
　‐上記の２つの構成のうちの１つであるものの、回転式でない磁石がいずれの側にも配
置されておらず、従って一方の側に対する機械的接触の保持により、アーバの径方向位置
決めが保証される。
【００７３】
　これらの解決策により、径方向位置決めよりも（径方向部品の機械的案内による）軸方
向位置決めがより可能となる。というのは、これらの解決策が引き付けによって作用する
ためである。この特性により、これらを径方向センタリングに使用した場合、これらの解
決策は不安定となる。
【００７４】
　図１４～１７の変形例は、磁力を用いた径方向の停止位置決めによる、反発を用いた径
方向再センタリングのために提供される。軸方向端部の磁性引き付けを用いた変形例（図
示せず）が特に有利である。
【００７５】
　磁性引き付けを用いて動作する変形例は、径方向センタリングが不正確であるという欠
点を有する。アーバは、スリーブの壁のうちの１つ（動作中に変化し得る壁）と機械的に
接触するが、この変形例により、アーバを、スリーブ内でのアーバの位置に依存する戻り
力によって停止部材に対して軸方向に押圧することもできる。図１と同様、回転式でない
磁石を有する変形例により、アーバを同一の面に対して常に径方向に押圧でき、従ってア
ーバの位置はあまり変化しなくなる。
【００７６】
　別の変形例は、前部磁石を固定構造体上に追加することによって、端部のうちの一方に
おけるアーバの軸方向保持を支援することからなる。
【００７７】
　スリーブ内でのアーバの変位によって力が増大するのではなく減少する、別の変形例に
より、強力な保持力を得ることができ、磁力の寄与は、比較的振幅が大きい衝撃によって
低下する（停止部材がこれを引き継ぐ）。
【００７８】
　様々な異なるタイプの磁気ポテンシャルプロファイルが考えられ、特に、アーバがその
停止部材に向かって移動するに従ってますます多くのエネルギが吸収される、ステップ式
の変形例が考えられる。別の変形例は実障壁を備えるが、エネルギはアーバが障壁領域か
ら離れるとすぐに復元されるため、これは技術的には一時的にしかエネルギを吸収しない
。
【００７９】
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　図１４に示されている変形例は、アーバが内側で移動できる構造体に関連しており、こ
れは、円錐形の場を生成する一連の領域を含み、上記円錐形の場は、アーバが生成する場
に対向する傾向を有し、かつアーバの動作位置からアーバの移動の下部に近づくにつれて
強度が漸増するものであるが、以下の他の変形例も考えられることを理解されたい：
　‐アーバが生成する場と整列する傾向を有する場を生成する一連の領域；及び／又は
　‐アーバの移動の下部に向かって強度が低下する場。
【００８０】
　磁力がスリーブ内でのアーバの位置に依存する（大きな衝撃時に強度が増大する）構成
が有利である。この変形例では、（アーバが平衡位置から移動するに従って力が増大する
）機械的なばねと同様の、磁力の依存性を生成することもできる。
【００８１】
　図２２は、アーバが極片によって軸方向に引き付けられ、かつアーバの端部が上記極片
の前部と摩擦接触している場合を示す。
【００８２】
　図１～３の側方保持は、部分的なものとなるよう、機械的接触を保持するよう、そして
耐衝撃コンセプトを利用できるよう、選択される。低振幅の衝撃に関して、アーバ、典型
的には天真はその位置を離れず（好ましい角度方向に保持され）、特定の閾値を超えなけ
れば移動しない。この側方バージョンの欠点は、（減少する摩擦半径に対してではなくア
ーバの半径に対して）摩擦が増大することである。しかしながらこの摩擦は、エネルギの
散逸、典型的には針の浮動の減衰に利用できる。
【００８３】
　当然のことながら、これらの例ではアーバ及び磁石は磁気によって引き付けられるもの
として図示されているが、反発によって同一のシステムを形成することも完全に可能であ
り、これは反対側に接触を生成する。
【００８４】
　腕時計の外装、特にユーザ及び特定の感受性デバイスを、このようなシステムからの磁
場から保護するために、及び上記保持システムの効率を向上するために、強磁性シールド
を挿入すること、又はそのようなミドルケースを使用することが可能であり、有利である
。
【００８５】
　より詳細には、本発明は、主構造体１００及びアーバ１０を備える、腕時計用の時計サ
ブアセンブリ２００に関する。このアーバ１０は、主構造体１００の少なくとも１つのハ
ウジング１４、１５内において、枢軸ＤＡの周りで枢動可能である。
【００８６】
　アーバ１０は、帯磁若しくは磁気伝導性材料、又は帯電若しくは静電伝導性材料からな
る少なくとも１つの表面１６、１８、２１、２２を備える。「磁気伝導性（ｍａｇｎｅｔ
ｉｃ　ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ）」は、本明細書では強磁性又は反磁性又は常磁性材料を意
味する。
【００８７】
　このアーバ１０と協働するために、主構造体１００は、枢軸ＤＡに関するアーバ１０の
軸方向及び／又は磁性保持のために、少なくとも１つの上記表面１６、１８、２１、２２
の近傍に少なくとも１つの磁場又は静電場を生成するよう配設された、少なくとも１つの
極片１１、１２、３１、３２を含む。
【００８８】
　アーバ１０の軸方向保持の場合、上記場は、枢軸ＤＡの周りで実質的に回転するもので
ある。
【００８９】
　ある変形例では、主構造体１００は、アーバ１０の径方向保持のために、少なくとも１
つの上記表面１６、１８、２１、２２の近傍に、アーバ１０の軸方向保持を目的とする上
記場に加えて、少なくとも１つの磁場又は静電場を生成するよう配設された、少なくとも
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１つの極片１１、１２、３１、３２を備える。
【００９０】
　より詳細には、これらの場は、アーバ１０の軸方向保持及び径方向保持の両方を保証す
る。
【００９１】
　本発明によると、少なくとも１つの上記極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも１
つの上記表面１６、１８、２１、２２と、枢軸ＤＡに沿って、軸方向及び／又は径方向の
引き付け又は反発によって協働することにより、衝撃を吸収し、衝撃の停止後にアーバ１
０を動作位置に戻すよう、配設される。
【００９２】
　本発明によると、少なくとも１つの上記極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも１
つの上記表面１６、１８、２１、２２の近傍に、少なくとも１つの上記磁場又は静電場を
生成するよう、配設され、少なくとも１つの上記磁場又は静電場は、アーバ１０をハウジ
ング１４、１５の壁に向かって径方向に引き付ける傾向を有するか、又は枢軸ＤＡに沿っ
て変化し、また上記場は、アーバ１０に対して、少なくとも１つの極片１１、１２、３１
、３２と少なくとも１つの表面１６、１８、２１、２２との間の磁性引き付け又は反発に
よる協働に由来する抵抗性応力を印加するよう、配設される。
【００９３】
　より詳細には、少なくとも１つの上記極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも１つ
の上記表面１６、１８、２１、２２と、枢軸ＤＡに沿って、軸方向及び／又は径方向の引
き付け又は反発によって協働することにより、いずれの衝撃又は外乱が存在しない場合に
アーバ１０を軸方向動作位置に保持するよう、配設される。
【００９４】
　より詳細には、少なくとも２つの極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも２つの対
応する表面１６、１８、２１、２２と、幾何学的に対向して協働することにより、アーバ
１０に、反対方向の等しい軸方向応力を印加する。正常な動作位置において、アーバ１０
の表面すべてが、主構造体１００の極片全てと必ずしも協働しないことを理解されたい。
実際には、主構造体１００に対するアーバ１０のある特定の相対軸方向位置において、特
定の表面と特定の極片との間の相対的な協働のみが存在する。
【００９５】
　当然のことながら、上記構造体の特定の極片が帯磁若しくは磁気伝導性材料、又は帯電
若しくは静電伝導性材料からなる表面を備えてよいのと同様に、上記アーバの表面は、こ
のような磁場又はこのような静電場を生成するよう配設された極片であってよい。アーバ
１０及び主構造体１００の両方が、場を生成する領域、並びに／又は磁場及び／若しくは
静電場に応答する受動領域を備えてよい。
【００９６】
　本発明によると、磁気による応用例において、軸方向耐衝撃性引き付け又は反発を保証
する、得られる磁場の枢軸ＤＡに沿った軸方向成分は、質量６０ｍｇの鋼鉄製アーバ場合
、０．５５テスラ超の強度を有することが好ましい。
【００９７】
　静電気による応用例では、６０ｍｇよりはるかに小さい、特に１０ｍｇ未満の、極めて
小さい質量のアーバに対する応用を限定する場が必要とされる。
【００９８】
　摩擦を最小化する、ある特定の実施形態では、少なくとも１つの磁場又は静電場は、ハ
ウジング１４、１５の壁からある距離においてアーバ１０を径方向に引き付ける、又はア
ーバ１０に対して径方向に反発する傾向を有し、またアーバ１０を枢軸ＤＡ上に整列させ
る傾向を有する。より詳細には、上述の極片１１、１２、３１、３２のうちの少なくとも
１つは、少なくとも１つの上記表面１６、１８、２１、２２の近傍にこのような場を生成
するよう配設される。
【００９９】
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　別の変形例では、少なくとも１つの磁場又は静電場は、アーバ１０をハウジング１４、
１５の一方の壁に向かって径方向に引き付ける傾向を有する。より詳細には、上述の極片
１１、１２、３１、３２のうちの少なくとも１つは、少なくとも１つの上記表面１６、１
８、２１、２２の近傍にこのような場を生成するよう配設される。
【０１００】
　ある有利な実装形態では、アーバ１０は、磁気又は静電気ポテンシャルのみによって、
枢軸ＤＡに沿って軸方向に制動され、上記磁気又は静電気ポテンシャルは、枢軸ＤＡに沿
って変化し、少なくとも１つの極片１１、１２、３１、３２と少なくとも１つの表面１６
、１８、２１、２２との間の引き付け又は反発による協働に由来する抵抗性応力を生成す
る。
【０１０１】
　より詳細には、このポテンシャルのプロファイルは、上記抵抗性応力が、枢軸ＤＡに沿
ったアーバ１０の移動中に連続的に増大又は減少するようなプロファイルである。
【０１０２】
　より詳細には、加速又は衝撃時にアーバ１０に伝達される動力学的エネルギの変換を保
証するために、アーバ１０は、少なくとも１つの極片１１、１２、３１、３２と少なくと
も１つの上記表面１６、１８、２１、２２との間の引き付け又は反発による協働に由来す
る少なくとも１つの磁場又は静電場障壁を形成するこのポテンシャルプロファイルのみに
よって、枢軸ＤＡに沿って軸方向に制動される。この障壁は、枢軸ＤＡに沿ったアーバ１
０の移動を制動又は停止するよう配設される仮想的な環状のキャッチを形成する。このよ
うな障壁と交差することにより、衝撃時のアーバ１０の動力学的エネルギの一部が吸収さ
れる。ポテンシャルプロファイルの構成に応じて、このエネルギは、上記障壁が上昇ポテ
ンシャル傾斜と低下ポテンシャル傾斜との間にポテンシャルピークを形成する場合には復
元され、又は上記ポテンシャルプロファイルが段階的であるか若しくは鋸刃状である（各
ステージが１つの上記ポテンシャル障壁によってそれぞれ制限されている）場合には蓄積
される。
【０１０３】
　より詳細には、アーバ１０は、複数のこのような障壁のみによって、枢軸ＤＡに沿って
軸方向に制動される。各障壁と交差することにより、衝撃の動力学的エネルギの一部が吸
収され、従って各障壁は、ポテンシャルレベルの境界を形成する。
【０１０４】
　更に詳細には、これらの障壁は連続しており、枢軸ＤＡに沿って、アーバ１０の動作位
置から主構造体１００が備える機械的停止部材（これは問題となるアーバ１０の端部の移
動終点を形成する）に向かって増大する磁場又は静電場強度を有する。
【０１０５】
　ある変形例では、この機械的停止部材は、磁性停止部材と対になっているか、又はこれ
自体が磁性停止部材を形成する。
【０１０６】
　ある特定の実施形態では、アーバ１０は円筒形である。
【０１０７】
　ある特定の実施形態では、主構造体１００の少なくとも１つのハウジング１４、１５は
円筒形である。より詳細には、主構造体１００は、ハウジングアーバ１０のための単一の
穿孔を備える。
【０１０８】
　アーバ１０を側方に挿入するためのある変形例では、主構造体１００は、枢軸ＤＡに対
して平行に延在する側方切り欠き１９を備え、この側方切り欠き１９は、アーバ１０を側
方に挿入及び取り外しできるように寸法設定される。
【０１０９】
　アーバ１０を軸方向に挿入するためのある変形例では、主構造体１００は、アーバ１０
を枢軸ＤＡに沿って挿入及び取り外しできるように寸法設定された、端部切り欠き１９０
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を含む。
【０１１０】
　ある特定の変形例では、主構造体１００は、少なくとも１つの第１のハウジング１４を
備える第１の構造体１１を備える。アーバ１０は少なくとも、第１のハウジング１４の内
側で枢動可能である。この第１の構造体１１は、第１のハウジング１４の内側において、
枢軸ＤＡの周りで実質的に回転する上述のような磁場又は静電場を生成し、これによって
アーバ１０に、アーバ１０を枢軸ＤＡに沿って整列させる傾向を有する応力を与える。主
構造体１００は、第１の構造体１１上又は主構造体１００が備える第２の構造体１２上に
配設された第２のハウジング１５内に、帯磁又は帯電した塞止表面１２０を備え、これは
、アーバ１０が備える帯磁又は帯電した前面１８に対して、枢軸ＤＡに沿って軸方向に引
き付ける又は反発するよう配設される。磁気による変形例では、前面１８と塞止表面１２
０との間の磁場の強度は、質量６０ｍｇの鋼鉄製アーバに関して０．５５テスラ超である
。
【０１１１】
　より詳細には、この少なくとも１つの前面１８は、アーバ１０のアーバ軸ＡＡの周りで
回転するものであり、このアーバ軸ＡＡは、アーバ１０が第１のハウジング１４内にある
場合に枢軸ＤＡと整列する。
【０１１２】
　より詳細には、アーバ１０は、互いに対向する２つの上記前面１８を備え、また時計サ
ブアセンブリ２００は、上記前面１８のうちの１つに対して引き付けるか又は反発するよ
うにそれぞれ配設された２つの上記塞止表面１２０を備える。
【０１１３】
　より詳細には、アーバ１０は、アーバ１０のアーバ軸ＡＡに沿って、遠位端に少なくと
も１つの上記前面１８を備え、アーバ軸ＡＡは、アーバ１０が第１のハウジング１４内に
ある場合に枢軸ＤＡと整列する。
【０１１４】
　より詳細には、アーバ１０は、アーバ軸ＡＡに沿って、その各遠位端に１つの上記前面
１８を備える。
【０１１５】
　ある特定の変形例では、アーバ１０は第１の上側肩部１６を備え、この第１の上側肩部
１６は第１のハウジング１４の内側に格納され、また少なくともその表面に帯磁若しくは
強磁性材料を備えるか、又は少なくともその表面に静電伝導性材料を備える。この少なく
とも１つの第１の上側肩部１６は、第１のハウジング１４内において、第１の構造体１１
が生成する磁場又は静電場に曝露される。アーバ１０は、構造体１１が備える、又は時計
サブアセンブリ２００の第３の構造体１３が備える、第２のハウジング１５の内側に格納
された少なくとも１つの第２の下側肩部１７を備え、上記第２のハウジング１５は、停止
部材、特に径方向停止部材を形成する。
【０１１６】
　より詳細には、第２のハウジング１５は、１つの上記塞止表面１２０を備える第２の構
造体１２を取り囲む。
【０１１７】
　より詳細には、アーバ１０は、アーバ１０のアーバ軸ＡＡの周りで回転するものであり
、アーバ軸ＡＡは、アーバ１０が第１のハウジング１４内にある場合に枢軸ＤＡと整列す
る。アーバ１０は、第１のハウジング１４を形成する回転式の穿孔と協働する、少なくと
も１つの第１の円筒形上側肩部１６を備える。
【０１１８】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記時計サブアセンブリ２００を含むムーブメント５
００に関する。
【０１１９】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記時計サブアセンブリ２００を含む腕時計１０００
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に関する。
【０１２０】
　ある特定の実施形態では、上記構造体はセラミック製であり、また少なくとも、少なく
とも１つのハウジング３の表面の近傍において、磁石及び／若しくはエレクトレットの象
嵌構成物、並びに／又は帯磁可能な強磁性粒子を備える。
【０１２１】
　特にハウジング３は平滑である。
【０１２２】
　特に構造体１は、強磁性シールドを備えるか、又は強磁性シールドを形成する。
【０１２３】
　本発明を、案内部材に磁性要素を組み込んだ従来技術の実施形態と比較した場合、ＥＴ
Ａ２８９４キャリバーから、浮動を除去するための摩擦の形態での小型の秒針用ホイール
セットの制動のための磁石の使用が知られている。この場合、磁性相互作用は、ホイール
セットのエネルギの散逸のためにのみ使用され、回転するホイールセットのセンタリング
は保証されない。本発明による耐衝撃構成は、これとは以下の点で異なる：
　‐回転するホイールセットの磁石及び強磁性部品の相対位置は回転によって変化しない
ため、この非対称に由来するトルクの変動が回避される；
　‐純粋に機械的な接触の接触表面が最小であり、上記接触によって有効な摩擦がもたら
されるため、エネルギの散逸、従って吸収されるトルクが最小化される；
　‐いくつかの変形例では、機械的停止部材は衝撃時にのみ使用され、その一方で、衝撃
の振幅にかかわらず、衝撃後のホイールセットの再センタリングは磁場によって保証され
るため、機械的な力と磁力とは別個に作用する。
【０１２４】
　別のＥＴＡキャリバーは、タイムゾーンシステムを角度的に位置決めするために磁石を
使用する。この場合、磁性構成は、角度変位に対抗する有限保持トルクを付与する（閾値
効果）。本発明は、正反対の機能を目的としたものであり、磁性構成は、径方向及び／又
は軸方向保持／再センタリング力を、保持トルク又は角度的制動トルクを導入することな
く付与するように定義される。これによりホイールセットは自由に回転しながら、そのセ
ンタリングが保証される。図１２を参照すると、軸方向保持の場合の本発明の基本的な特
徴は、磁性システムの円筒対称性である。
【０１２５】
　磁性引き付けの存在は、その代わりに反発する磁石を組み込んだシステムに対する、本
発明の特徴的な態様の１つである。
【０１２６】
　例えば、磁性懸架を生成するために磁性反発のみにおいて作用する帯磁部品を利用する
システムでは、構成部品の正確な位置は経時的に正確に分かるものではなく、構成部品が
平衡点付近で発振して、機械的接触が存在する場合に摩擦を生成し、発振の振幅が大きす
ぎる場合には動作に関する問題を引き起こすことがあり得、更には不可避である。その一
方で、本発明の範囲内においては、ほとんどの応用例において、磁力は、機械的停止部材
に対してアーバを一定の予備応力で押圧するために使用される。従って正常動作時、構成
部品は機械的に固定された定常位置にある。
【０１２７】
　公知の機構は、磁性引き付け構成物が常に回避されるため、磁性部品が単に付属物であ
る構成部品の磁性を利用しない。
【０１２８】
　本発明による、耐衝撃機能における磁性の使用は、浮動又は位置決め、センタリングを
目的とする、位置決めが公差（磁石の幾何学的形状及び残留磁場）に対して極めて敏感な
公知の磁気による応用例とは異なる。
【０１２９】
　実際、衝撃からのエネルギの散逸は、機械的停止部材の使用を必要とする極めて保守的
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な磁性システムを用いると最適ではない。本発明では、再センタリング（例えば図９の場
合の径方向再センタリング）は、（軸方向）耐衝撃システムの副次的効果である。
【０１３０】
　図１０、１１は、存在する異なる複数の磁場が同軸でなく、構成部品間の相互作用が特
に斜め方向であってよい、変形例を示す。
【０１３１】
　磁石によって機械的接触が維持される本発明によるシステムの動作により、（位置決め
に関する）磁石の公差に対する非感受性が実現される。
【０１３２】
　アーバ用の上記磁性耐衝撃システムの主な利点は、戻り力が例えばアーバの軸方向の変
位に依存していることである。従来の耐衝撃システムと全く同様に、予備応力、又は磁性
耐衝撃システムの場合の接触維持力は、低レベルの衝撃時に構成部品が移動しないように
する。この衝撃振幅を超えると、従来の耐衝撃システムの戻り力は、構成部品が離れるに
つれて、ばねの負荷によって増大するが、本発明による磁性耐衝撃システムの戻り力は、
構成部品が離れるにつれて減少する。この特徴は実際に、衝撃が低振幅のものである第１
のレジメン、及び衝撃がより大きい振幅のものである第２のレジメンという２つのレジメ
ンを可能とし、ここで、それを超えると例えば停止部材によってエネルギが機械的に保存
されるか又は散逸される、衝撃レベルの値が存在する。
【０１３３】
　実際には、公差によって大幅に変化する予備応力が観察される場合が多い。この予備応
力を磁力に付与することにより、所与の衝撃振幅を超えた（大きな衝撃）減衰時に、機械
的ばねの剛性のみに依存できるようになる。
【０１３４】
　本発明は、以下の様々な利点を特徴とする：
　‐いずれの非対称性によってトルクの変動を回避すること；アーバの磁石及び強磁性部
品の相対位置は、回転によって変化しないよう設計できる；
　‐磁性又は静電気性の軸方向保持の結果として、純粋に機械的な接触の接触表面を最小
化でき、また特に磁性反発を使用し停止部材を使用しない構成において、これらの機械的
接触が保持される場合、これらの機械的接触の表面接触は最小であり、上記接触によって
有効な摩擦がもたらされるため、エネルギの散逸、従って吸収されるトルクが最小化され
る；
　‐これらの接触は、従来の摩擦ばねと同等であるか又は従来の摩擦ばねより大きくても
よく、従って針等の浮動の減衰のためにエネルギの散逸を利用できる；
　‐本発明のいくつかの変形例では、機械的停止部材は衝撃時にのみ使用され、その一方
で、衝撃の振幅にかかわらず、衝撃後のアーバの再センタリングは磁場によって保証され
、また低レベルの衝撃時にアーバは磁場によって所定の位置に保持され；従って機械的応
力と磁性応力とは別個に作用する；
　‐磁性及び／又は静電気性構成は、径方向及び／又は軸方向保持／再センタリング応力
を、保持トルク又は角度的制動トルクをシステムに導入することなく付与するように定義
される。これによりアーバは自由に回転し、そのセンタリングが保証される。本発明のい
くつかの変形例の有利な特徴は、枢軸ＤＡの周りでの、磁性システムの円筒対称性である
；
　‐公差に対する依存性は、従来技術においてよりも小さい；
　‐腕時計が被る衝撃による摩耗に関連する問題は、最大の衝撃時にアーバが機械的停止
部材に接触するという稀なケースにしか関連しないため、極めて大幅に低減される；
　‐複数の場の間の協働により、衝撃後の微細な再センタリングが保証される；
　‐磁場の高弾性応答により、より良好な摩擦の制御が可能となる；
　‐提示されている変形例により、軸方向応力と径方向応力とを分離して別個に対処でき
る；
　‐磁性又は静電気性応力を用いて、ムーブメント内のいずれのアーバを固定できるよう
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　‐異なる複数の構成部品（又は構成部品の部品）を利用してエネルギを散逸させること
により、異なる振幅の衝撃に異なる方法で対処できる。それ未満では磁力を使用し、それ
を超えると散逸を機械的なものとするような閾値を想定できる。
【０１３５】
　時計の実施形態の磁気を用いた変形例は、０．５５テスラの軸方向磁場を用いて正確に
動作する。
【０１３６】
　ある特定の実施形態例は、０．５５テスラの軸方向磁場を有し、磁石により、磁性引き
付けによって接触状態に保持された、質量６０ｍｇの鋼鉄製アーバに関し、上記アーバは
（磁石に近接した部分に関して）直径０．１５ｍｍであり、残留磁気１．４７ＴのＮｅＦ
ｅＢ磁石を有し、また上記磁石が高さ０．８ｍｍ、半径０．４５ｍｍである場合に７５ｇ
未満の、加速による衝撃に耐えるために十分な保持力で押圧される。この計算は、アーバ
と磁石との間の厚さ６０μｍの摩擦層の存在を考慮したものである。機械的停止部材と動
作位置接点との間の典型的な磁気ポテンシャル変動は、特にこの例の場合、変位０．１ｍ
ｍに対して６μＪである。変動が２倍大きくなる（０．１２Ｊ／ｍ）と、例えば２つの異
なる衝撃レジメン（０～１００ｇ及び１００～２００ｇ）において利用される２つのレベ
ルのポテンシャルを生成できる。
【０１３７】
　同様の用途のための静電気性の変形例に関して、０．５～５０ｍＣ／ｍ＾２（約０．０
１～１ＭＶ／ｍの場）が提案される。
【０１３８】
　従って、本発明によるシステムを用いて、機械的摩擦ばねを置換できる。このシステム
によって生成されるいずれの機械的摩擦は必ずしも欠点ではなく、スリーブに対する有意
な摩擦が存在する場合の径方向保持の場合等に利用できる。従って摩擦は、針等の浮動す
る可動要素からエネルギを散逸させるために利用できる。
【０１３９】
　また、接触の維持による機械的摩擦を、渦電流タイプの制動システムと組み合わせるこ
ともできる。
【０１４０】
　要するに、本発明により、衝撃の振幅に応じて、衝撃時に以下の機能を分離させること
ができる：
　‐例えば非平衡状態の磁石を用いて、アーバが停止部材に対して保持されているシステ
ムに関して、磁力は、小さい衝撃時にはアーバを接触状態に維持するが、衝撃がアーバを
移動させるために十分な大きさとなると急速に減少する。続いてこれを機械的停止部材が
引き継ぐ；
　‐磁化が軸方向に沿って変動するシステムに関して、衝撃の強度によって、この方向の
変位に関して、アーバが停止部材上に残留するエネルギを散逸させる最大値までの、複数
の値が画定される。
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【図１１】
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【図１９Ａ】 【図１９Ｂ】
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【図２１】 【図２２】

【手続補正書】
【提出日】平成29年9月8日(2017.9.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、腕時計用の時計サブアセンブリに関し、上記サブアセンブリは、主構造体と
、上記主構造体の少なくとも１つのハウジングの内側の枢軸の周りで枢動可能なアーバと
を備え、上記アーバは、帯磁若しくは強磁性材料、又は帯電若しくは静電伝導性材料から
なる少なくとも１つの表面を備え、上記主構造体は、上記アーバを軸方向及び径方向に保
持するために、少なくとも１つの上記表面の近傍に磁場又は静電場を生成するよう配設さ
れた、少なくとも１つの極片を備える。
【０００２】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含むムーブメントに関する。
【０００３】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含む腕時計に関する。
【０００４】
　本発明は、枢動する機械的構成部品を備える腕時計ムーブメントの分野に関する。
【背景技術】
【０００５】
　時計学において、より詳細には腕時計に関して、構成部品、特にアーバを特定の位置に
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保持するために、機械的技術が一般に使用される。上記構成部品は、特に衝撃時に一定程
度の運動が必要である場合、停止部材に対して、弾性システムによって保持できる。例え
ばばねがアーバを停止部材に対して保持する。
【０００６】
　予備応力を印加されたばねによる保持は、長期間に亘って安定しない。このようなばね
は、腕時計が受ける衝撃による応力の変動に対処しなければならないが、上記ばねは、停
止部材に対する衝突の応力を受ける全ての構成部品と同様に、疲労及び摩耗を受ける。
【０００７】
　更に、このようなばねの、再現性のある製造は困難である。一連の公差により、予備応
力に大きな多様性がもたらされる場合がある。その結果性能が長期間に亘って安定せず、
また耐衝撃効果も腕時計の寿命に亘って低下する。
【０００８】
　要するに、弾性の機械的保持システムが遭遇する主要な問題は、繰り返される機械的応
力によって引き起こされる構成部品の摩耗、及び厳密な公差を達成する必要であり、従っ
てこれらはコストがかかる。
【０００９】
　従って、耐久性を有する耐衝撃機構を用いて、時計アーバの軸方向保持を保証すること
は、困難なままである。
【００１０】
　ＭＯＮＴＲＥＳ　ＢＲＥＧＵＥＴ　ＳＡによる特許文献１は、２つの端部を備える透磁
性又は磁性材料製の時計構成部品の配向のための方法を開示しており、上記端部の両側に
は２つの磁場が生成され、各磁場は上記構成部品を、上記構成部品の周囲において上記磁
場の強度に不均衡がある状態で、極片に引き付けることにより、上記極片上の力の差異を
生成し、上記端部のうちの一方を上記極片のうちの一方の接触表面に対して押圧し、また
もう一方の端部をもう一方の極片からある距離に保持する。この出願はまた、同一の原理
による静電気性変形例も開示する。この出願はまた、このような時計構成部品を備える磁
性ほぞ（又は静電気性変形例）にも関し、これはガイドデバイスを含み、このガイドデバ
イスは、端部間の中心距離より大きい空隙を有して２つの極片の表面を有し、上記表面は
、端部のうちの一方が伝達する磁場によって引き付けられるよう、又は端部のうちの一方
を引き付ける磁場を生成するよう、それぞれ配設され、これにより、上記２つの端部に印
加される磁力は異なる強度のものとなり、これにより、上記端部のうちの一方を引き付け
て、上記極片表面のうちの一方のみと接触させることができる。この特許では、磁石の主
な機能は、上記アーバの径方向再センタリングである。その動作のためには、それぞれ上
記端部のうちの一方に配置された、上記アーバの各側において磁場を生成する２つの磁石
が必要である。
【００１１】
　ＭＯＮＴＲＥＳ　ＢＲＥＧＵＥＴ　ＳＡによる特許文献２は、磁性ほぞと関連付けられ
た機械的耐衝撃デバイス、及び特に、第１の端部と第２の端部との間で枢動するように設
置された時計構成部品の保護のための磁性（又は静電気性）耐衝撃デバイスを開示してい
る。これは、これらの端部のいずれの側に、第１の端部の枢動を案内するための手段、又
は第１の端部を引き付けて第１の極片上に静置された状態に保持するための手段と、第２
の極片の近傍に、第２の端部の枢動を案内するための手段、又は第２の端部を第２の極片
に向けて引き付けるための手段とを含み、第１の端部の枢動を案内するための手段又は第
１の端部を引き付けるための手段、及び第２の端部の枢動を案内するための手段又は第２
の端部を引き付けるための手段は、停止部材間において所与の方向に沿って移動可能であ
る。
【００１２】
　ＨＥＬＤによる特許文献３は、非接触時計ほぞの磁気懸架のための磁石と、ちょうど中
心に孔を開けられたディスク内の環状磁石との組み合わせを開示している。これは磁性反
発を使用して懸架を達成し、従って非接触動作を達成する。第１の変形例では、この磁石
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は径方向に帯磁しており、一方の極を孔の内側直線母線上に、もう一方の極を外側直線母
線上に有する。第２の変形例では、この磁石は軸方向に帯磁しており、２つの極性領域が
、ディスクの２つの円形平坦表面に亘って分布し、磁気によって保持及び案内される可動
アセンブリのアーバは、上記環状磁石の孔の中心を通過し、上記アーバは、超保磁力材料
を含有する薄型被磁性壁を有するチューブで形成され、２つの端部において反対の符号の
２つの極に単一片として帯磁しているか、又は空隙によって分離された２つのセグメント
として帯磁し、上記２つのセグメントの対向する端部は、同一の符号の極を有する保護チ
ューブの内側に格納され、固定ディスク／磁石と組み立てられ、径方向極軸及び反対の符
号の極は上記軸方向帯磁ディスクと組み立てられ、上記２つのセグメントを分離する上記
空隙は、チューブ状アーバのコアを形成し、これは、上述のディスクの厚さと同様であり
、かつ上記ディスクの中心の孔の内側に配置されており、これにより、上記軸方向磁石の
末端は、上記孔のわずかに内側に延在し、２つの平面、円形表面は、円筒又は帯磁ディス
クの高さの範囲を画定する。
【００１３】
　ＳＩＥＭＥＮＳによる特許文献４、ＦＥＲＲＥＩＲＯ　ＧＡＲＣＩＡ　ＲＡＭＯＮ　に
よる特許文献５、ＳＥＩＫＯによる特許文献６は、懸架状態での動作を達成するための磁
性反発の使用を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】欧州特許出願第２４５０７５８号
【特許文献２】欧州特許出願第２４５０７５９号
【特許文献３】仏国特許第１３１４３６４号
【特許文献４】独国特許出願第１００６２０６５Ａ１号
【特許文献５】国際公開第２０１１０９５６４６Ａ１号
【特許文献６】特開昭５６‐５９０２７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は、時計アーバを所定の位置に保持するためのアーキテクチャの定義を提示する
。上記時計アーバは、安定した耐衝撃効果を長期間に亘って保証でき、また再現性を有す
る。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　この目的のために、本発明は、請求項１に記載の、腕時計用の時計サブアセンブリに関
する。
【００１７】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含むムーブメントに関する。
【００１８】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記サブアセンブリを含む腕時計に関する。
【００１９】
　本発明の他の特徴及び利点は、添付の図面を参照して以下の「発明を実施するための形
態」を読めば、明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、本発明による時計サブアセンブリの概略斜視図である。上記時計サブア
センブリは、略チューブ状のセクタを形成する第１の極片によって、第１の穿孔の内側に
、磁性引き付け又は反発によって径方向に保持されるアーバを備える。このアーバの軸は
、第１の穿孔の軸に略対応する枢軸上に保持される。このアーバは、ここでは略チューブ
状の制限スリーブが備える第２の穿孔によって画定されるチャンバの内側に、第２の前方
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極片によって軸方向に保持される。このサブアセンブリは、存在し得る位置決め停止部材
を省いて図示されている。
【図２】図２は、図１のサブアセンブリの概略断面図である。
【図３】図３は、図１のサブアセンブリの概略上面図である。
【図４】図４は、第１の極片がアーバの周りで回転する、別の同様のサブアセンブリの、
断面図である。
【図５】図５は、第１の極片がアーバの周りで回転する、別の同様のサブアセンブリの、
上面図である。
【図６】図６は、本発明による腕時計外装又はムーブメント用のサブアセンブリの、第１
の変形例の概略断面図である。上記第１の変形例は、径方向機械的案内システムと、アー
バの軸方向保持を保証する少なくとも１つの磁石とを含む。このサブアセンブリは、ハウ
ジングの底部に磁石を備える下側ウイングを有する構造体を備える。このハウジングはア
ーバを受承し、このアーバは、軸方向に平行な場方向に引き付ける磁力を受ける。この構
造体は、インサートの変位を制限して上記アーバの上方の安全停止部材を形成する、上側
ウイングを備える。
【図７】図７は、図１と同様の様式で、反転した構成を示し、ここでは安全停止部材は上
記アーバの下方にあり、摩擦表面が停止部材に追加されている。
【図８】図８は、磁石と、磁気によって引き付けられる部品との概略断面図であり、これ
らは構造体及びアーバを形成し、構造体及びアーバはそれぞれ、各接触表面上に摩擦又は
耐摩耗層を備える。
【図９】図９は、頭部が平坦な爪の形状の磁石を受承する帯磁ハウジングを有する構造体
の概略図であり、これは、アーバの一部を形成するスペーサを押圧し、また上記磁石によ
って上記構造体上に留められて上記構造体に対して押圧され、上記磁石の上記頭部と固定
要素との間でクランプ留めされる。
【図１０】図１０は、複数の磁石を備えるアーバの、軸に沿った概略部分断面図であり、
上記磁石の極性は、斜線又は格子模様で示され、また上記磁石は、上記アーバがその中で
移動できる構造体に備えられた他の固定磁石の間で可動である。
【図１１】図１１は、上記構造体の他の固定磁石の間に磁石を支承するアーバの、別の構
成を示す。
【図１２】図１２は、方向ｚに固定された線状構造体の概略部分断面図であり、これは、
交互に配設された常磁性又は強磁性部品と反磁性部品とを含み、これらはそれぞれ斜線又
は格子模様で示され、不動化されているこの構造体に沿って、永久磁石（図示せず）を備
える円筒形アーバを整列させることができる。
【図１３】図１３は、上述のようなサブアセンブリを備えるムーブメントを備える腕時計
の概略正面図を示す。
【図１４】図１４は、本発明による時計アセンブリの、アーバの枢軸を通る概略部分断面
図である。これは、構造体の内側で枢動可能なアーバを備え、上記アーバは、軸方向の場
を下端において生成し、また枢軸の周りに、枢軸の方向に第１の強度を有する略円錐形の
場を生成する。上記アーバがその中で移動できる上記構造体は、円錐形の場を生成する連
続する複数の領域を備え、上記場は、アーバが生成する場に対向する傾向を有し、また図
１４Ａに示すアーバの動作位置から、アーバの移動の下部に近づくにつれて強度が漸増す
る。上記構造体のこれらの場の領域はそれぞれ、アーバの下方への移動を制動する仮想キ
ャッチを形成する。　図１４Ｂは、衝撃又は高い加速の後の、図１４Ａのサブアセンブリ
を示す。上記アーバは移動の下端（図示せず）に向かう移動を開始しており、また、上記
アーバが、単線矢印で表される第１の場の障壁（略対称であり、また上記アーバ自体の円
錐形の場に対向する）と交差する位置、かつ上記アーバが、第１の障壁より高い軸方向強
度を有する、二重線矢印で表される第２の場の障壁に到達する位置にある。　図１４Ｃは
、上記アーバに付与される動力学的エネルギが高く、上記アーバを第２の場の障壁と交差
させることができ、また上記アーバが、第２の障壁より高い軸方向強度を有する、三重線
矢印で表される第３の場の障壁に到達する場合の、同一のサブアセンブリを示し、この例
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では上記第３の場の障壁は、上記アーバの軸方向移動を停止させるために十分なものであ
る。　図１４Ｄは、これに続く、アーバが受ける反発性の場の作用下での、図１４Ａの動
作位置へのアーバの上昇を示す。
【図１５】図１５は、アーバが軸方向端部の場のみを生成し、移動の下端の第３の円錐形
の場の障壁が、同様の強度の軸方向の場の障壁に置き換えられていることを除いて、図１
４と同様の様式で同様の構成を示し、また図１４と同様の、アーバの軸上でのアーバの下
降及び上昇のシーケンスを示す。
【図１６】図１６は、アーバがその中で移動できるハウジングを備える構造体を示し、上
記アーバの及び上記ハウジングの下端及び上端において、図１５の変形例に対応する対称
な構成を有する。
【図１６Ａ】図１６Ａは、場が反発応力ではなく引き付け応力を生成する変形例を図１６
と同様の様式で示す。
【図１６Ｂ】図１６Ｂは、径方向の場が反発力ではなく引き付け力を生成する一方で、構
造体の軸方向の場が反発力を生成する変形例を、図１６と同様の様式で示す。
【図１７】図１７は、図１６によるサブアセンブリを、斜視図１７Ａ及び上面図１７Ｂで
示し、アーバの枢軸に対して平行な、アーバの挿入及び除去を可能とする側方切り欠きを
備える。
【図１８Ａ－１８Ｃ】図１８Ａは、図１２のシステムを利用した機構の概略斜視図である
。アーバはその中心位置に、直線状構造体の近傍に配置された暗色の永久磁石を有し、こ
れはここでは、反磁性領域と常磁性／強磁性領域とが交互に配設された凹状シェルの形態
である。　図１８Ｂは、図１８Ａのアセンブリの断面図である。　図１８Ｃは、アーバに
固定された永久磁石の存在によって、及びシェル上の複数の領域の磁気特性によって生成
される、極性を示し、永久磁石を備えるアーバはその後、図１０～１２のバージョンと同
様の、ただし反磁性領域と常磁性／強磁性領域によって生成された、力を受ける。
【図１９Ａ－１９Ｂ】図１９Ａ、１９Ｂは、図１８Ｂ、１８Ｃと同様の図ではあるが、機
械的接触の保持を利用したシステムに関して、格子模様で表される部分は静止している。
【図２０】図２０は、同一の力及び直径を有する２つの円筒状磁石の間に印加される磁力
（縦軸）を、これらの相対的な高さ（横軸）の関数として示す曲線である。値０．５は、
これらの磁石が同一の高さを有する場合に対応する。
【図２１】図２１は、同一直径を有する円筒形磁石と円筒形強磁性部品との間に印加され
る磁力（縦軸）を、これらの相対的な高さ（横軸）の関数として示す曲線である。値０．
２５は、上記強磁性部品が上記磁石の３倍小さい場合に対応する。
【図２２】図２２は、本発明によるサブアセンブリを備える時計ムーブメントの概略部分
断面図であり、アーバは、極片によって軸方向に引き付けられ、またアーバの端部は、極
片の前部と摩擦接触する。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　ある構成部品における機械的応力の影響は、幅広い公差を有することが多い多数のパラ
メータに依存する。摩擦及び摩耗の結果は特に制御が困難である。というのは、これらは
、使用される材料の表面の状態及び物理的特性に大きく依存するためである。
【００２２】
　これらの特性は、使用される合金及び実装される方法、特に熱、表面及びイオン注入処
理に依存する。本方法及び材料の異なる複数のパラメータの累積公差により、これらの物
理的特性を知ること、及び上記物理的特性を正確に制御することが不可能となる。従って
、このような公差の結果として、再現性が保証されなくなる。更に、公差の範囲を低減す
ることにより、より良好な現象の再現性を得ることができるが、これは、大量生産のため
には高過ぎるコストをもたらす。
【００２３】
　磁性相互作用を決定する理論は、マクスウェル方程式によって完全に記述され、残りの
未知数は、使用される磁性材料（これらはますます良好に制御されるようになっている）
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、及び近似を最小にして分析的かつ数値的にこれらの方程式を解くことの困難さから生じ
る。しかしながら、巨視的視点からすると、これらの不正確さは、磁性システムを本質的
に信頼できるものとするために十分に低い。
【００２４】
　本発明は、磁場及び／又は静電場の影響下で長期間に亘って安定した、時計アーバ用の
耐衝撃保持システムを提案する。
【００２５】
　本発明を、磁気による非限定的な応用例を用いてより詳細に説明する。本発明は、静電
場を採用して、特にエレクトレットを使用して実装することもでき、あるいは磁場と静電
場とを組み合わせることによっても、実装できる。
【００２６】
　本明細書における「アーバ（ａｒｂｏｒ）」は、理論的な枢軸の周りで枢動するよう配
設された、いずれの時計構成部品を意味する。本明細書では本質的に、本発明を、このよ
うな構成部品又はホイールセット等のシャフト状部分に関して説明する。例えば天輪の場
合、天輪のシャフト状部分の両端部に特に重点が置かれる。本発明は、１つ又は複数の円
筒状肩部を備える回転アーバを用いて、簡略化して図示されている。しかしながらこの図
示は非限定的なものであり、本発明は、アンクルレバー、ガンギ車、ホイール、カナ又は
他の要素といったいずれのタイプの構成部品に適用できる。
【００２７】
　これらの例では、磁力を用いてアーバ保持システムを構成することが提案され、これは
、磁場の中に置かれた帯磁材料の片において誘発される上記力を利用する。この力は、（
磁石と磁性部品との間の相互作用に関して）以下の法則によって与えられる：
【００２８】
【数１】

【００２９】
ここでＭは材料の磁化であり、Ｂは外部磁場であり、（１）中の全ての量はベクトルであ
る。
【００３０】
　原理は、固定部品上に１つ又は複数の磁石を位置決めすること、及び固定されていなけ
ればならない強磁性（引き付け）、反磁性（反発）又は常磁性（引き付け）構成部品が受
ける磁力を利用することである。従ってこの構成部品は引き付け又は反発の力を受け、こ
れを利用して上記構成部品を所定の位置に保持できる。
【００３１】
　図１～３の第１の変形例は、例えばアーバを、アーバを位置決めする三角形（位置決め
用停止部材）の内側に接触した状態で保持することによって、磁力を用いてアーバに３方
向の応力を印加することからなる。上記接触は、永久磁石に対して直接行うこともできる
。
【００３２】
　径方向機械的案内要素と、軸方向の保持を保証する磁石とを有する、図４の第２の変形
例は、磁力を用いて、アーバに、上記３方向のうちの１方向又は２方向の応力を印加し、
その一方で上記機械的案内要素を用いて上記アーバが他の方向に移動するのを制限する場
合に関する。典型的には、上記径方向案内要素はスリーブによって達成でき、上記アーバ
は磁石によって軸方向に保持される。
【００３３】
　当然のことながら、使用される磁石の数は、変形例毎に変更してよい。例えば、図１～
４のｚにおける軸方向保持のための単一の磁石の代わりに、複数の磁石のクラウンを使用
する設計も考えられる。これは、複数の構成部品の欠陥を平均化するという利点、及びよ
り大きい半径に亘って応力、特に上記力を印加するという利点を有する。



(34) JP 2018-508024 A 2018.3.22

【００３４】
　以下に記載する磁気による応用例では、磁場の中に置かれた帯磁材料又は強磁性材料の
片において誘発される幅広い意味での応力、即ち力又はトルクを利用する保持システムが
得られる。この応力は、上記材料の磁化、又は上記材料の透磁性、及び局所的な磁場の強
度に依存する。ある特定の実施形態では、１つ又は複数の磁石を、構造体と呼ばれる固定
部品及び／又はアーバ上に位置決めする。このアーバは、上記アーバを所定の位置に保持
するために使用できる引き付け又は反発の力を受ける（又は上記アーバが帯磁しており、
帯磁若しくは非帯磁若しくは強磁性環境と協働する場合には、上記力を生成する）。
【００３５】
　軽量な要素に関して、また十分な磁場を生成できる１つ又は複数の磁石の存在が、利用
可能な空間によって許容されている場合、衝撃時に要素を保持するためには、磁力のみで
十分である場合がある。
【００３６】
　しかしながらほとんどの場合、この力は小さすぎる。磁力が衝撃に耐えるには小さすぎ
る場合、図６、７に示すように、過剰な変位を制限するための安全停止部材を導入できる
。図６、７は、図４のタイプの２つの構成を示しており、安全停止部材を、一方は上記構
成部品の上方に、他方は上記構成部品の下方に有し、また潜在的な接触領域が５で表され
ている。従ってこの磁気による保持を用いて、ある振幅限界を有する小さい衝撃に対抗す
る（上記構成部品は、上記振幅限界の後、移動して上記停止部材に至る）。この動作モー
ドは、ばねを用いた保持システムの利点を有し、その一方で元の位置への復帰に際して比
較的小さい衝撃しか引き起こさない。実際には、磁性システムはばねシステムとは異なり
、部品がその保持位置から移動するに従って減少する力を印加する。従って、偶発的な衝
撃中に保存されるエネルギ（これは構成部品が元の位置に復帰すると解放される）は、比
較的小さくなる。
【００３７】
　上記力は、２つの磁石によって生成することもできる。図２０、２１は、２つの磁性体
、即ち図２０の２つの磁石、又は図２１の１つの磁石及び１つの強磁性部品をそれぞれ有
するシステムが生成できる磁力Ｆｍ（ニュートン）を、これらの２つの磁性体の相対サイ
ズの比ｈ１／ｈ２に従って示す。
【００３８】
　更なる変形例では、磁性システムは、保持機能を有するだけでなく、図１０、１１に示
すように位置決め／再位置決め機能を促進する。図１０の第１のケースでは、磁石の磁性
反発に打ち勝つために更なる力を印加しなければならず、上記システムが所定の位置とな
ると、上記システムは軸方向ｚにおいてその位置に保持される。このようなシステムは、
径方向接触からの摩擦を最小化するための、宝石又は他のいずれの摩擦表面の導入と組み
合わされる場合に、特に有利である。図１１の第２のケースは、磁性再センタリングシス
テムであり、ここでは、永久磁石を含むアーバが、磁性引き付け部品及び反発部品で構成
される直線状構造体に対して保持される。これらの部品は、永久磁石から作製してもよい
。このシステムの径方向保持は、（上で提示されている可能な変形例を有する）上記引き
付け部品を用いた磁気的なものであり、上記構成部品は、各衝撃の後に、磁気によって再
センタリングされる。このシステムは、角度に関するある自由度に対して容易に適合させ
ることができる。
【００３９】
　磁性引き付け及び反発領域を有する、図１２の上記直線状構造体は、ムーブメントの固
定部品上の永久磁石を用いて、上記アーバ上に直接存在させることもできる。
【００４０】
　従って、異なる複数の幾何学的構成を使用できる。
【００４１】
　また、上記磁力を用いて、腕時計外装又はムーブメントの要素に対して、例えば上記要
素を位置決めするメス型三面体（これは位置決め用停止部材のセットも形成する）に接触
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した状態で上記要素を保持することにより、３方向に応力を印加することもできる。磁性
要素は、接触表面に対して後退していてよい。磁性構成部品の表面に直接接触することも
できる。
【００４２】
　ある変形例は、磁力を用いて、ある要素に、上記３方向のうちの１方向又は２方向の応
力を印加し、その一方で機械的案内要素を用いて、上記要素の他の方向への変位を制限す
る。
【００４３】
　従って本発明について、アーバの軸方向減衰に関してより正確に説明する。アーバの枢
動は、宝石若しくは軸受が案内する従来のもの、又は磁性タイプ若しくは他のタイプ、特
にこれらのタイプの組み合わせであってよい。
【００４４】
　これらの変形例それぞれに関して、衝撃に耐えるには磁力が小さすぎる場合、アーバの
変位を制限して過剰な移動を回避するために、安全停止部材を導入できる。従ってこの磁
気による保持を用いて、ある振幅限界を有する小さい衝撃に対抗する（上記磁性的に保持
されたアーバは、上記振幅限界から移動して上記機械的安全停止部材に至る）。この動作
モードは、ばねを用いた保持システムの利点を有し、その一方で元の位置への復帰に際し
て比較的小さい衝撃しか引き起こさない。実際には、磁性システムはばねシステムとは異
なり、上記アーバが、上記アーバが保持される動作位置から移動するに従って減少する力
を印加する。従って、偶発的な衝撃中に保存されるエネルギ（これは上記要素が元の位置
に復帰すると解放される）は、比較的小さくなる。
【００４５】
　本発明のある有利な実施形態では、構造体及び／又はアーバ内に存在する磁場及び／又
は静電場感の協働が繰り返され、これは、上記アーバ及び上記構造体の相対位置に左右さ
れる電磁障壁を含み、また上記電磁障壁の交差は、衝撃時の上記アーバの動力学的エネル
ギの全て又は一部を使用する。
【００４６】
　２つの磁石によって、又は強磁性（引き付け）、反磁性（反発）若しくは常磁性（引き
付け）部品と近接した１つの磁石によって、相対的な応力が生成され得る。
【００４７】
　所定の位置に保持されるべきアーバは、実際には強磁性、反磁性若しくは常磁性であっ
てよく、かつ磁石の近傍に配置してよいか、又は実際には、１つ若しくは複数の磁石若し
くは帯磁領域、あるいは帯電領域を備えてよい。
【００４８】
　２つの磁石によって応力が生成される場合、２つの磁石は引き付け又は反発して作用で
き、引き付けによる作用は理論的には、磁性システムの比較的遅い経年劣化をもたらす。
しかしながら反発モードは、アーバの端部の減衰のための実装がより容易であり、この非
限定的なモードについて、図示されている例において説明する。
【００４９】
　本発明の、磁性又は静電気性手段による減衰という特徴は、小さい又は中程度の振幅の
衝撃に対して良好である。この技術を用いて、衝撃時のアーバの余剰の動力学的エネルギ
を完全に吸収することを考える場合、これがスペースに関して損失となることは明らかで
ある。従って本発明は、従来の機械的停止部材と併用することが好ましく、これは単純な
停止部材、又は小さい若しくは中程度の振幅の衝撃時にアーバと接触しないばねの軸受表
面であってよい。好ましくは、全ての磁石の表面は脆性であるため、場合によってアーバ
又は関連する構造的要素が備える別の表面によって保護される。従って、主構造体１００
、アーバ１０等の対向する構成部品間の接触は、必ずしも磁性でなくてよい位置決め用停
止部材に対して保持されることになるアーバの一部の接触であってよい。
【００５０】
　本発明の好ましい応用例では、アーバ用の軸方向耐衝撃システムを形成するために実装
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される磁性又は静電気性手段は、アーバの、動作位置における軸方向保持を保証するため
にも使用される。図１６に示すような磁性反発を用いる構成においてのみ、接触が完全に
回避されることは、明らかである。他のほとんどの場合においては、磁性反発によって作
用する場合であっても、アーバに対する接触は不可避である。周囲の摩擦は、前部におけ
る摩擦よりも多くのエネルギを散逸させる。
【００５１】
　本発明は特に、アーバを軸方向及び径方向の両方に接触させて保持するために好適であ
る。摩擦に関して有利な、遠位におけるアーバの軸方向及び／径方向保持を用いる構成は
、常に実施できるわけではない。
【００５２】
　これに関して、アーバと受承用構造体との間の磁性又は静電気性協働は、必ずしも軸方
向のみではないことに留意されたい。
【００５３】
　有利には、この協働により、径方向保持が保証され、これによりアーバ１０をその理論
的な枢軸ＤＡ上に恒常的に整列させる傾向を有することができる。その結果、アーバ１０
の枢動の従来の案内が完璧で無い場合であっても、アーバ１０をその軸ＤＡ上に恒常的に
整列させる傾向を有する磁場又は静電場の影響によって、この案内が最適化される。
【００５４】
　図１～４では上記接触は示されていない。この接触は、図８に示すように磁石がアーバ
に直接接触するもの（若しくは適切な場合には、固定された磁石が、接触して保持される
部品の磁石に接触するもの）、又は図９に示すように、保持される構成部品の一部が位置
合わせ用停止部材（これは必ずしも磁性を有しない）に接触するものであってよい。接触
が維持される表面は、その摩擦特性及び機械的特性を最適化するように適合できる。
【００５５】
　接触表面を用いた、構造体内でのアーバの従来の案内の代替例として、これらの表面を
、その摩擦特性及び／又は機械的特性及び／又は耐摩擦特性を最適化するように適合でき
る。図８に示すような表面層は、図９の変形例又はその他によっても達成可能であるが、
これは例えば、コランダム、ダイヤモンド又は保護コーティングからなってよい。この表
面層はまた、特にコバルトバインダを用いて、炭化タングステン等の、特定の摩擦及び磁
気特性が組み合わされた材料から作製してよい。
【００５６】
　軽量な要素に関して、また十分な磁場を生成できる１つ又は複数の磁石の存在が、利用
可能な空間によって許容されている場合、衝撃時に要素を保持するためには、磁力のみで
十分である場合がある。
【００５７】
　異なる複数の幾何学的構成を使用できる。図示されている例では、磁場の中に置かれた
帯磁材料の片において誘発された応力を利用して、磁性応力（力及び／又はトルク）を用
いてアーバ保持システムを構成する。これを達成するために、１つ又は複数の磁石を、好
ましくは固定部品上に位置決めし、固定されていなければならない強磁性（引き付け）、
反磁性（反発）又は常磁性（引き付け）部品が受ける磁性応力を使用する。従ってこの構
成部品は、上記構成部品を所定の位置に保持するために使用できる反発又は引き付けの力
を受けることになる。これと反対の相対的位置決めも可能である。
【００５８】
　図１～３に示す変形例は、例えばアーバ１０を、アーバ１０を位置決めする三面体の内
側に保持すること、若しくは位置決め用停止部材（図示せず）と接触した状態に保持する
ことによって、及び／又は永久磁石による磁性相互作用によって、磁力を使用してアーバ
１０に３方向の応力を印加することからなる。例えばいずれのアーバ１０は、アーバの第
１の上側肩部１６を径方向に取り囲む第１の構造体１１、及び第２の構造体１２と、枢軸
ＤＡ上で軸方向に整列して協働する。ある特定の例では、この第１の構造体１１及び第２
の構造体１２は磁石である。第３の構造体１３は、アーバ１０の下側肩部１７の径方向運
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動を制限する穿孔１５を含む。
【００５９】
　図４、５に示す別の変形例は、磁力を用いて、上記３方向のうちの１方向又は２方向、
ここでは枢軸ＤＡに対応する軸方向の応力をアーバ１０に印加しながら、その一方で機械
的案内要素を用いて、アーバ１０の他の方向への変位を制限する場合を示す。典型的には
、径方向案内は、第１の構造体１１の穿孔１４内のスリーブによって実現でき、その一方
でアーバ１０は、第２の構造体１２が備える磁石によって軸方向に保持される。
【００６０】
　当然のことながら、使用される磁石の数は、変形例毎に変更してよい。よって、図１～
５の例における軸方向保持のための単一の磁石の代わりに、複数の磁石のクラウンを含む
設計は、複数の構成部品の欠陥を平均化するという利点、及びより大きい半径に亘って応
力を印加するという利点を有する。これは、この機構が、磁気による摩擦ばねの均等物の
摩擦性能の増大を達成するために渦電流散逸を利用するよう配設されている場合に、有利
となり得る。
【００６１】
　好ましい、ただし非限定的な解決策は、２つの磁石の間、又は１つの磁石と、磁気伝導
性、特に強磁性の部品との間の、引き付ける磁力を使用する。これは、より良好な安定性
及びより良好な部品の位置制御を提供する。
【００６２】
　方程式（１）は、磁石と磁性部品との間の力の決定のみに有効である（２つの磁石の間
の力の決定には有効でない）こと、及びほとんどの場合、磁性部品は強磁性であり、従っ
て磁石に合わせて磁化されることになり、このような場合、上記力は引き付ける力である
ことを理解されたい。磁性部品が反磁性である場合のみ、磁石と構成部品との間に反発力
が存在するが、この力は、引き付けによって得られる力の１０～１００倍小さい。
【００６３】
　図１～４に示す解決策は引き付ける力のみを使用し、上記力の方向は、複数の片を互い
に接近するように移動させる傾向を有し、上記力は、磁石‐強磁性部品タイプの変形例及
び２つの磁石を用いる変形例の両方において負である。
【００６４】
　図５のみが、引き付ける力及び反発力を組み合わせて構成部品の位置を安定させる解決
策に対応する。
【００６５】
　反発力を用いる解決法は、衝撃によるエネルギの全て又は一部を、機械的衝撃ではなく
磁性反発力によって散逸させることができる。
【００６６】
　軽量な要素に関して、また十分な磁場を生成できる１つ又は複数の磁石の存在が、利用
可能な空間によって許容されている場合、衝撃時にアーバを保持するためには、磁力のみ
で十分である場合がある。しかしながらほとんどの場合、空間的な制約によって制限され
るこの応力は小さすぎる。磁性応力が衝撃に耐えるには小さすぎる場合、図６又は７に示
すように、過剰な変位を制限するための安全停止部材を導入できる。これらの２つの構成
は、安全停止部材を、図６では上記構成部品の上方に、図７では上記構成部品の下方に示
す。従って好ましくは、この磁気による保持を用いて、ある振幅限界を有する小さい衝撃
に対抗する（上記構成部品は、上記振幅限界の後、磁気の影響から解放されて、その動力
学的エネルギの残りの影響によって上記停止部材に至る）。この動作モードは、ばねを用
いた保持システムの利点を有し、その一方で正常な動作位置への復帰に際して比較的小さ
い衝撃しか引き起こさない。実際には、磁性システムはばねシステムとは異なり、上記ア
ーバが、上記アーバが保持される動作位置から移動するに従って、減少する応力を印加す
る。従って、偶発的な衝撃中に保存されるエネルギ（これは構成部品が元の位置に復帰す
ると解放される）は、比較的小さくなる。
【００６７】
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　図１～５では上記接触は示されていない。この接触は、図８に示すような磁石とアーバ
との直接の接触、又は図９に示すような、保持されるアーバの一部と、必ずしも磁性を有
しない位置合わせ用停止部材との接触であってよい。接触が保持される表面は、その摩擦
特性及び機械的特性を最適化するように適合できる。上記表面は例えばコランダム、ダイ
ヤモンド、サファイア又は保護コーティングであってよい。この表面はまた、特にコバル
トバインダを用いて、炭化タングステン等の、有利な摩擦及び磁気特性が組み合わされた
材料であってもよい。
【００６８】
　別の変形例では、上記磁性システムはこの保持機能を有し、また図１０～１２に示すよ
うに、位置決め／再位置決め機能も促進する。
【００６９】
　図１０、１１の第１のケースでは、アーバを構造体の穿孔に軸方向に挿入すると、上記
磁石の反発に打ち勝つための追加の応力を印加しなければならないが、上記システムが所
定の位置となると、上記システムは軸方向ＤＡにおいてその位置に保持される。このよう
なシステムは、摩擦が利用されない場合において、径方向接触からの摩擦を最小化するた
めの宝石（又は他のいずれの摩擦表面）の導入と組み合わされる場合に、特に有利である
。
【００７０】
　図１２の第２のケースは、磁性再センタリングシステムであり、ここでは、アーバ１０
は永久磁石を含み、上記アーバは、磁性引き付け部品及び反発部品で構成される直線状構
造体に対して保持される。これらの部品は、永久磁石から作製してもよい。このシステム
の径方向保持は、（上で提示されている可能な変形例を有する）上記引き付け部品を用い
た磁気的なものであり、上記アーバは、各衝撃の後に、磁気によって再センタリングされ
る。このシステムは、角度に関するある自由度に対して容易に適合させることができる。
磁性引き付け及び反発領域を有するこのような直線状構造体は、時計ムーブメントの固定
部品に接続された構造体上の永久磁石を用いて、アーバ１０上に直接存在させることもで
きる。
【００７１】
　図１８Ａ、１８Ｂ、１８Ｃは、図１２のシステムを利用する機構を示す。図１８Ａ、１
８Ｂは、ここではシェルの形態（回転体でなくてもよい）の直線状構造体に近接して配置
された永久磁石を有するアーバを示し、上記構造体は、反磁性部分と常磁性／強磁性部分
との交互配置を含む。図１８Ｃは、（アーバに固定された）永久磁石の存在によって、及
び上記シェル上の領域の磁気特性によって生成される、極性を示す。永久磁石を備えたア
ーバは、図１０～図１２の変形例と同様の力を受けるが、この力はここでは、反磁性及び
常磁性／強磁性領域によって生成される。
【００７２】
　図１９Ａ、１９Ｂは図１８Ｂ、１８Ｃと同様であるが、機械的接触の保持を利用するシ
ステムに関して、格子模様で示された部品は固定されている。
【００７３】
　図１０に戻ると、２つの構成部品のうちの１つ（アーバ又はスリーブ）の磁石は好まし
くは、回転時のアーバの適切な動作を保証するために、回転式である。耐衝撃機能に関し
て、このシステムの応答は、上記磁石が回転式でない場合には等方性でない。これは単な
る遷移段階であるため、必ずしも不都合であるとは限らず、以下の他の構成も考えること
ができる：
　‐（スリーブの磁石ではなく）アーバの磁石が回転式であり、従って耐衝撃機能が最大
となる方向はムーブメント上で固定され、この方向は、例えば統計的により多くの衝撃を
受ける方向に対応してよい；
　‐（アーバの磁石ではなく）スリーブの磁石が回転式であり、従って耐衝撃機能が最大
となる方向はアーバに対して固定され、この方向は、（例えばアーバ上に、回転対称では
ない固定構成部品が存在し、これがムーブメントの別の構成部品と衝突することにより）
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アーバの径方向位置が他の方向よりも多くの応力を受けることになる方向に対応してよい
；
　‐上記の２つの構成のうちの１つであるものの、回転式でない磁石がいずれの側にも配
置されておらず、従って一方の側に対する機械的接触の保持により、アーバの径方向位置
決めが保証される。
【００７４】
　これらの解決策により、径方向位置決めよりも（径方向部品の機械的案内による）軸方
向位置決めがより可能となる。というのは、これらの解決策が引き付けによって作用する
ためである。この特性により、これらを径方向センタリングに使用した場合、これらの解
決策は不安定となる。
【００７５】
　図１４～１７の変形例は、磁力を用いた径方向の停止位置決めによる、反発を用いた径
方向再センタリングのために提供される。軸方向端部の磁性引き付けを用いた変形例（図
示せず）が特に有利である。
【００７６】
　磁性引き付けを用いて動作する変形例は、径方向センタリングが不正確であるという欠
点を有する。アーバは、スリーブの壁のうちの１つ（動作中に変化し得る壁）と機械的に
接触するが、この変形例により、アーバを、スリーブ内でのアーバの位置に依存する戻り
力によって停止部材に対して軸方向に押圧することもできる。図１と同様、回転式でない
磁石を有する変形例により、アーバを同一の面に対して常に径方向に押圧でき、従ってア
ーバの位置はあまり変化しなくなる。
【００７７】
　別の変形例は、前部磁石を固定構造体上に追加することによって、端部のうちの一方に
おけるアーバの軸方向保持を支援することからなる。
【００７８】
　スリーブ内でのアーバの変位によって力が増大するのではなく減少する、別の変形例に
より、強力な保持力を得ることができ、磁力の寄与は、比較的振幅が大きい衝撃によって
低下する（停止部材がこれを引き継ぐ）。
【００７９】
　様々な異なるタイプの磁気ポテンシャルプロファイルが考えられ、特に、アーバがその
停止部材に向かって移動するに従ってますます多くのエネルギが吸収される、ステップ式
の変形例が考えられる。別の変形例は実障壁を備えるが、エネルギはアーバが障壁領域か
ら離れるとすぐに復元されるため、これは技術的には一時的にしかエネルギを吸収しない
。
【００８０】
　図１４に示されている変形例は、アーバが内側で移動できる構造体に関連しており、こ
れは、円錐形の場を生成する一連の領域を含み、上記円錐形の場は、アーバが生成する場
に対向する傾向を有し、かつアーバの動作位置からアーバの移動の下部に近づくにつれて
強度が漸増するものであるが、以下の他の変形例も考えられることを理解されたい：
　‐アーバが生成する場と整列する傾向を有する場を生成する一連の領域；及び／又は
　‐アーバの移動の下部に向かって強度が低下する場。
【００８１】
　磁力がスリーブ内でのアーバの位置に依存する（大きな衝撃時に強度が増大する）構成
が有利である。この変形例では、（アーバが平衡位置から移動するに従って力が増大する
）機械的なばねと同様の、磁力の依存性を生成することもできる。
【００８２】
　図２２は、アーバが極片によって軸方向に引き付けられ、かつアーバの端部が上記極片
の前部と摩擦接触している場合を示す。
【００８３】
　図１～３の側方保持は、部分的なものとなるよう、機械的接触を保持するよう、そして
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耐衝撃コンセプトを利用できるよう、選択される。低振幅の衝撃に関して、アーバ、典型
的には天真はその位置を離れず（好ましい角度方向に保持され）、特定の閾値を超えなけ
れば移動しない。この側方バージョンの欠点は、（減少する摩擦半径に対してではなくア
ーバの半径に対して）摩擦が増大することである。しかしながらこの摩擦は、エネルギの
散逸、典型的には針の浮動の減衰に利用できる。
【００８４】
　当然のことながら、これらの例ではアーバ及び磁石は磁気によって引き付けられるもの
として図示されているが、反発によって同一のシステムを形成することも完全に可能であ
り、これは反対側に接触を生成する。
【００８５】
　腕時計の外装、特にユーザ及び特定の感受性デバイスを、このようなシステムからの磁
場から保護するために、及び上記保持システムの効率を向上するために、強磁性シールド
を挿入すること、又はそのようなミドルケースを使用することが可能であり、有利である
。
【００８６】
　より詳細には、本発明は、主構造体１００及びアーバ１０を備える、腕時計用の時計サ
ブアセンブリ２００に関する。このアーバ１０は、主構造体１００の少なくとも１つのハ
ウジング１４、１５内において、枢軸ＤＡの周りで枢動可能である。
【００８７】
　アーバ１０は、帯磁若しくは磁気伝導性材料、又は帯電若しくは静電伝導性材料からな
る少なくとも１つの表面１６、１８、２１、２２を備える。「磁気伝導性（ｍａｇｎｅｔ
ｉｃ　ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ）」は、本明細書では強磁性又は反磁性又は常磁性材料を意
味する。
【００８８】
　このアーバ１０と協働するために、主構造体１００は、枢軸ＤＡに関するアーバ１０の
軸方向及び／又は磁性保持のために、少なくとも１つの上記表面１６、１８、２１、２２
の近傍に少なくとも１つの磁場又は静電場を生成するよう配設された、少なくとも１つの
極片１１、１２、３１、３２を含む。
【００８９】
　アーバ１０の軸方向保持の場合、上記場は、枢軸ＤＡの周りで実質的に回転するもので
ある。
【００９０】
　ある変形例では、主構造体１００は、アーバ１０の径方向保持のために、少なくとも１
つの上記表面１６、１８、２１、２２の近傍に、アーバ１０の軸方向保持を目的とする上
記場に加えて、少なくとも１つの磁場又は静電場を生成するよう配設された、少なくとも
１つの極片１１、１２、３１、３２を備える。
【００９１】
　より詳細には、これらの場は、アーバ１０の軸方向保持及び径方向保持の両方を保証す
る。
【００９２】
　本発明によると、少なくとも１つの上記極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも１
つの上記表面１６、１８、２１、２２と、枢軸ＤＡに沿って、軸方向及び／又は径方向の
引き付け又は反発によって協働することにより、衝撃を吸収し、衝撃の停止後にアーバ１
０を動作位置に戻すよう、配設される。
【００９３】
　本発明によると、少なくとも１つの上記極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも１
つの上記表面１６、１８、２１、２２の近傍に、アーバ１０をハウジング１４、１５の壁
に向かって径方向に引き付ける傾向を有する少なくとも１つの上記磁場又は静電場を生成
するよう、配設される。
【００９４】
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　別の変形例では、このように生成される場は、枢軸ＤＡに沿って変化し、また上記場は
、アーバ１０に対して、少なくとも１つの極片１１、１２、３１、３２と少なくとも１つ
の表面１６、１８、２１、２２との間の磁性引き付け又は反発による協働に由来する抵抗
性応力を印加するよう、配設される。
【００９５】
　より詳細には、少なくとも１つの上記極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも１つ
の上記表面１６、１８、２１、２２と、枢軸ＤＡに沿って、軸方向及び／又は径方向の引
き付け又は反発によって協働することにより、いずれの衝撃又は外乱が存在しない場合に
アーバ１０を軸方向動作位置に保持するよう、配設される。
【００９６】
　より詳細には、少なくとも２つの極片１１、１２、３１、３２は、少なくとも２つの対
応する表面１６、１８、２１、２２と、幾何学的に対向して協働することにより、アーバ
１０に、反対方向の等しい軸方向応力を印加する。正常な動作位置において、アーバ１０
の表面すべてが、主構造体１００の極片全てと必ずしも協働しないことを理解されたい。
実際には、主構造体１００に対するアーバ１０のある特定の相対軸方向位置において、特
定の表面と特定の極片との間の相対的な協働のみが存在する。
【００９７】
　当然のことながら、上記構造体の特定の極片が帯磁若しくは磁気伝導性材料、又は帯電
若しくは静電伝導性材料からなる表面を備えてよいのと同様に、上記アーバの表面は、こ
のような磁場又はこのような静電場を生成するよう配設された極片であってよい。アーバ
１０及び主構造体１００の両方が、場を生成する領域、並びに／又は磁場及び／若しくは
静電場に応答する受動領域を備えてよい。
【００９８】
　本発明のある変形例では、磁気による応用例において、軸方向耐衝撃性引き付け又は反
発を保証する、得られる磁場の枢軸ＤＡに沿った軸方向成分は、質量６０ｍｇの鋼鉄製ア
ーバ場合、０．５５テスラ超の強度を有することが好ましい。
【００９９】
　静電気による応用例では、６０ｍｇよりはるかに小さい、特に１０ｍｇ未満の、極めて
小さい質量のアーバに対する応用を限定する場が必要とされる。
【０１００】
　摩擦を最小化する、ある特定の実施形態では、少なくとも１つの磁場又は静電場は、ハ
ウジング１４、１５の壁からある距離においてアーバ１０を径方向に引き付ける、又はア
ーバ１０に対して径方向に反発する傾向を有し、またアーバ１０を枢軸ＤＡ上に整列させ
る傾向を有する。より詳細には、上述の極片１１、１２、３１、３２のうちの少なくとも
１つは、少なくとも１つの上記表面１６、１８、２１、２２の近傍にこのような場を生成
するよう配設される。
【０１０１】
　別の変形例では、少なくとも１つの磁場又は静電場は、アーバ１０をハウジング１４、
１５の一方の壁に向かって径方向に引き付ける傾向を有する。より詳細には、上述の極片
１１、１２、３１、３２のうちの少なくとも１つは、少なくとも１つの上記表面１６、１
８、２１、２２の近傍にこのような場を生成するよう配設される。
【０１０２】
　ある有利な実装形態では、アーバ１０は、磁気又は静電気ポテンシャルのみによって、
枢軸ＤＡに沿って軸方向に制動され、上記磁気又は静電気ポテンシャルは、枢軸ＤＡに沿
って変化し、少なくとも１つの極片１１、１２、３１、３２と少なくとも１つの表面１６
、１８、２１、２２との間の引き付け又は反発による協働に由来する抵抗性応力を生成す
る。
【０１０３】
　より詳細には、このポテンシャルのプロファイルは、上記抵抗性応力が、枢軸ＤＡに沿
ったアーバ１０の移動中に連続的に増大又は減少するようなプロファイルである。
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【０１０４】
　より詳細には、加速又は衝撃時にアーバ１０に伝達される動力学的エネルギの変換を保
証するために、アーバ１０は、少なくとも１つの極片１１、１２、３１、３２と少なくと
も１つの上記表面１６、１８、２１、２２との間の引き付け又は反発による協働に由来す
る少なくとも１つの磁場又は静電場障壁を形成するこのポテンシャルプロファイルのみに
よって、枢軸ＤＡに沿って軸方向に制動される。この障壁は、枢軸ＤＡに沿ったアーバ１
０の移動を制動又は停止するよう配設される仮想的な環状のキャッチを形成する。このよ
うな障壁と交差することにより、衝撃時のアーバ１０の動力学的エネルギの一部が吸収さ
れる。ポテンシャルプロファイルの構成に応じて、このエネルギは、上記障壁が上昇ポテ
ンシャル傾斜と低下ポテンシャル傾斜との間にポテンシャルピークを形成する場合には復
元され、又は上記ポテンシャルプロファイルが段階的であるか若しくは鋸刃状である（各
ステージが１つの上記ポテンシャル障壁によってそれぞれ制限されている）場合には蓄積
される。
【０１０５】
　より詳細には、アーバ１０は、複数のこのような障壁のみによって、枢軸ＤＡに沿って
軸方向に制動される。各障壁と交差することにより、衝撃の動力学的エネルギの一部が吸
収され、従って各障壁は、ポテンシャルレベルの境界を形成する。
【０１０６】
　更に詳細には、これらの障壁は連続しており、枢軸ＤＡに沿って、アーバ１０の動作位
置から主構造体１００が備える機械的停止部材（これは問題となるアーバ１０の端部の移
動終点を形成する）に向かって増大する磁場又は静電場強度を有する。
【０１０７】
　ある変形例では、この機械的停止部材は、磁性停止部材と対になっているか、又はこれ
自体が磁性停止部材を形成する。
【０１０８】
　ある特定の実施形態では、アーバ１０は円筒形である。
【０１０９】
　ある特定の実施形態では、主構造体１００の少なくとも１つのハウジング１４、１５は
円筒形である。より詳細には、主構造体１００は、ハウジングアーバ１０のための単一の
穿孔を備える。
【０１１０】
　アーバ１０を側方に挿入するためのある変形例では、主構造体１００は、枢軸ＤＡに対
して平行に延在する側方切り欠き１９を備え、この側方切り欠き１９は、アーバ１０を側
方に挿入及び取り外しできるように寸法設定される。
【０１１１】
　アーバ１０を軸方向に挿入するためのある変形例では、主構造体１００は、アーバ１０
を枢軸ＤＡに沿って挿入及び取り外しできるように寸法設定された、端部切り欠き１９０
を含む。
【０１１２】
　ある特定の変形例では、主構造体１００は、少なくとも１つの第１のハウジング１４を
備える第１の構造体１１を備える。アーバ１０は少なくとも、第１のハウジング１４の内
側で枢動可能である。この第１の構造体１１は、第１のハウジング１４の内側において、
枢軸ＤＡの周りで実質的に回転する上述のような磁場又は静電場を生成し、これによって
アーバ１０に、アーバ１０を枢軸ＤＡに沿って整列させる傾向を有する応力を与える。主
構造体１００は、第１の構造体１１上又は主構造体１００が備える第２の構造体１２上に
配設された第２のハウジング１５内に、帯磁又は帯電した塞止表面１２０を備え、これは
、アーバ１０が備える帯磁又は帯電した前面１８に対して、枢軸ＤＡに沿って軸方向に引
き付ける又は反発するよう配設される。磁気による変形例では、前面１８と塞止表面１２
０との間の磁場の強度は、質量６０ｍｇの鋼鉄製アーバに関して０．５５テスラ超である
。
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【０１１３】
　より詳細には、この少なくとも１つの前面１８は、アーバ１０のアーバ軸ＡＡの周りで
回転するものであり、このアーバ軸ＡＡは、アーバ１０が第１のハウジング１４内にある
場合に枢軸ＤＡと整列する。
【０１１４】
　より詳細には、アーバ１０は、互いに対向する２つの上記前面１８を備え、また時計サ
ブアセンブリ２００は、上記前面１８のうちの１つに対して引き付けるか又は反発するよ
うにそれぞれ配設された２つの上記塞止表面１２０を備える。
【０１１５】
　より詳細には、アーバ１０は、アーバ１０のアーバ軸ＡＡに沿って、遠位端に少なくと
も１つの上記前面１８を備え、アーバ軸ＡＡは、アーバ１０が第１のハウジング１４内に
ある場合に枢軸ＤＡと整列する。
【０１１６】
　より詳細には、アーバ１０は、アーバ軸ＡＡに沿って、その各遠位端に１つの上記前面
１８を備える。
【０１１７】
　ある特定の変形例では、アーバ１０は第１の上側肩部１６を備え、この第１の上側肩部
１６は第１のハウジング１４の内側に格納され、また少なくともその表面に帯磁若しくは
強磁性材料を備えるか、又は少なくともその表面に静電伝導性材料を備える。この少なく
とも１つの第１の上側肩部１６は、第１のハウジング１４内において、第１の構造体１１
が生成する磁場又は静電場に曝露される。アーバ１０は、構造体１１が備える、又は時計
サブアセンブリ２００の第３の構造体１３が備える、第２のハウジング１５の内側に格納
された少なくとも１つの第２の下側肩部１７を備え、上記第２のハウジング１５は、停止
部材、特に径方向停止部材を形成する。
【０１１８】
　より詳細には、第２のハウジング１５は、１つの上記塞止表面１２０を備える第２の構
造体１２を取り囲む。
【０１１９】
　より詳細には、アーバ１０は、アーバ１０のアーバ軸ＡＡの周りで回転するものであり
、アーバ軸ＡＡは、アーバ１０が第１のハウジング１４内にある場合に枢軸ＤＡと整列す
る。アーバ１０は、第１のハウジング１４を形成する回転式の穿孔と協働する、少なくと
も１つの第１の円筒形上側肩部１６を備える。
【０１２０】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記時計サブアセンブリ２００を含むムーブメント５
００に関する。
【０１２１】
　本発明はまた、少なくとも１つの上記時計サブアセンブリ２００を含む腕時計１０００
に関する。
【０１２２】
　ある特定の実施形態では、上記構造体はセラミック製であり、また少なくとも、少なく
とも１つのハウジング３の表面の近傍において、磁石及び／若しくはエレクトレットの象
嵌構成物、並びに／又は帯磁可能な強磁性粒子を備える。
【０１２３】
　特にハウジング３は平滑である。
【０１２４】
　特に構造体１は、強磁性シールドを備えるか、又は強磁性シールドを形成する。
【０１２５】
　本発明を、案内部材に磁性要素を組み込んだ従来技術の実施形態と比較した場合、ＥＴ
Ａ２８９４キャリバーから、浮動を除去するための摩擦の形態での小型の秒針用ホイール
セットの制動のための磁石の使用が知られている。この場合、磁性相互作用は、ホイール
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セットのエネルギの散逸のためにのみ使用され、回転するホイールセットのセンタリング
は保証されない。本発明による耐衝撃構成は、これとは以下の点で異なる：
　‐回転するホイールセットの磁石及び強磁性部品の相対位置は回転によって変化しない
ため、この非対称に由来するトルクの変動が回避される；
　‐純粋に機械的な接触の接触表面が最小であり、上記接触によって有効な摩擦がもたら
されるため、エネルギの散逸、従って吸収されるトルクが最小化される；
　‐いくつかの変形例では、機械的停止部材は衝撃時にのみ使用され、その一方で、衝撃
の振幅にかかわらず、衝撃後のホイールセットの再センタリングは磁場によって保証され
るため、機械的な力と磁力とは別個に作用する。
【０１２６】
　別のＥＴＡキャリバーは、タイムゾーンシステムを角度的に位置決めするために磁石を
使用する。この場合、磁性構成は、角度変位に対抗する有限保持トルクを付与する（閾値
効果）。本発明は、正反対の機能を目的としたものであり、磁性構成は、径方向及び／又
は軸方向保持／再センタリング力を、保持トルク又は角度的制動トルクを導入することな
く付与するように定義される。これによりホイールセットは自由に回転しながら、そのセ
ンタリングが保証される。図１２を参照すると、軸方向保持の場合の本発明の基本的な特
徴は、磁性システムの円筒対称性である。
【０１２７】
　磁性引き付けの存在は、その代わりに反発する磁石を組み込んだシステムに対する、本
発明の特徴的な態様の１つである。
【０１２８】
　例えば、磁性懸架を生成するために磁性反発のみにおいて作用する帯磁部品を利用する
システムでは、構成部品の正確な位置は経時的に正確に分かるものではなく、構成部品が
平衡点付近で発振して、機械的接触が存在する場合に摩擦を生成し、発振の振幅が大きす
ぎる場合には動作に関する問題を引き起こすことがあり得、更には不可避である。その一
方で、本発明の範囲内においては、ほとんどの応用例において、磁力は、機械的停止部材
に対してアーバを一定の予備応力で押圧するために使用される。従って正常動作時、構成
部品は機械的に固定された定常位置にある。
【０１２９】
　公知の機構は、磁性引き付け構成物が常に回避されるため、磁性部品が単に付属物であ
る構成部品の磁性を利用しない。
【０１３０】
　本発明による、耐衝撃機能における磁性の使用は、浮動又は位置決め、センタリングを
目的とする、位置決めが公差（磁石の幾何学的形状及び残留磁場）に対して極めて敏感な
公知の磁気による応用例とは異なる。
【０１３１】
　実際、衝撃からのエネルギの散逸は、機械的停止部材の使用を必要とする極めて保守的
な磁性システムを用いると最適ではない。本発明では、再センタリング（例えば図９の場
合の径方向再センタリング）は、（軸方向）耐衝撃システムの副次的効果である。
【０１３２】
　図１０、１１は、存在する異なる複数の磁場が同軸でなく、構成部品間の相互作用が特
に斜め方向であってよい、変形例を示す。
【０１３３】
　磁石によって機械的接触が維持される本発明によるシステムの動作により、（位置決め
に関する）磁石の公差に対する非感受性が実現される。
【０１３４】
　アーバ用の上記磁性耐衝撃システムの主な利点は、戻り力が例えばアーバの軸方向の変
位に依存していることである。従来の耐衝撃システムと全く同様に、予備応力、又は磁性
耐衝撃システムの場合の接触維持力は、低レベルの衝撃時に構成部品が移動しないように
する。この衝撃振幅を超えると、従来の耐衝撃システムの戻り力は、構成部品が離れるに
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つれて、ばねの負荷によって増大するが、本発明による磁性耐衝撃システムの戻り力は、
構成部品が離れるにつれて減少する。この特徴は実際に、衝撃が低振幅のものである第１
のレジメン、及び衝撃がより大きい振幅のものである第２のレジメンという２つのレジメ
ンを可能とし、ここで、それを超えると例えば停止部材によってエネルギが機械的に保存
されるか又は散逸される、衝撃レベルの値が存在する。
【０１３５】
　実際には、公差によって大幅に変化する予備応力が観察される場合が多い。この予備応
力を磁力に付与することにより、所与の衝撃振幅を超えた（大きな衝撃）減衰時に、機械
的ばねの剛性のみに依存できるようになる。
【０１３６】
　本発明は、以下の様々な利点を特徴とする：
　‐いずれの非対称性によってトルクの変動を回避すること；アーバの磁石及び強磁性部
品の相対位置は、回転によって変化しないよう設計できる；
　‐磁性又は静電気性の軸方向保持の結果として、純粋に機械的な接触の接触表面を最小
化でき、また特に磁性反発を使用し停止部材を使用しない構成において、これらの機械的
接触が保持される場合、これらの機械的接触の表面接触は最小であり、上記接触によって
有効な摩擦がもたらされるため、エネルギの散逸、従って吸収されるトルクが最小化され
る；
　‐これらの接触は、従来の摩擦ばねと同等であるか又は従来の摩擦ばねより大きくても
よく、従って針等の浮動の減衰のためにエネルギの散逸を利用できる；
　‐本発明のいくつかの変形例では、機械的停止部材は衝撃時にのみ使用され、その一方
で、衝撃の振幅にかかわらず、衝撃後のアーバの再センタリングは磁場によって保証され
、また低レベルの衝撃時にアーバは磁場によって所定の位置に保持され；従って機械的応
力と磁性応力とは別個に作用する；
　‐磁性及び／又は静電気性構成は、径方向及び／又は軸方向保持／再センタリング応力
を、保持トルク又は角度的制動トルクをシステムに導入することなく付与するように定義
される。これによりアーバは自由に回転し、そのセンタリングが保証される。本発明のい
くつかの変形例の有利な特徴は、枢軸ＤＡの周りでの、磁性システムの円筒対称性である
；
　‐公差に対する依存性は、従来技術においてよりも小さい；
　‐腕時計が被る衝撃による摩耗に関連する問題は、最大の衝撃時にアーバが機械的停止
部材に接触するという稀なケースにしか関連しないため、極めて大幅に低減される；
　‐複数の場の間の協働により、衝撃後の微細な再センタリングが保証される；
　‐磁場の高弾性応答により、より良好な摩擦の制御が可能となる；
　‐提示されている変形例により、軸方向応力と径方向応力とを分離して別個に対処でき
る；
　‐磁性又は静電気性応力を用いて、ムーブメント内のいずれのアーバを固定できるよう
になる；
　‐異なる複数の構成部品（又は構成部品の部品）を利用してエネルギを散逸させること
により、異なる振幅の衝撃に異なる方法で対処できる。それ未満では磁力を使用し、それ
を超えると散逸を機械的なものとするような閾値を想定できる。
【０１３７】
　時計の実施形態の磁気を用いた変形例は、０．５５テスラの軸方向磁場を用いて正確に
動作する。
【０１３８】
　ある特定の実施形態例は、０．５５テスラの軸方向磁場を有し、磁石により、磁性引き
付けによって接触状態に保持された、質量６０ｍｇの鋼鉄製アーバに関し、上記アーバは
（磁石に近接した部分に関して）直径０．１５ｍｍであり、残留磁気１．４７ＴのＮｅＦ
ｅＢ磁石を有し、また上記磁石が高さ０．８ｍｍ、半径０．４５ｍｍである場合に７５ｇ
未満の、加速による衝撃に耐えるために十分な保持力で押圧される。この計算は、アーバ
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と磁石との間の厚さ６０μｍの摩擦層の存在を考慮したものである。機械的停止部材と動
作位置接点との間の典型的な磁気ポテンシャル変動は、特にこの例の場合、変位０．１ｍ
ｍに対して６μＪである。変動が２倍大きくなる（０．１２Ｊ／ｍ）と、例えば２つの異
なる衝撃レジメン（０～１００ｇ及び１００～２００ｇ）において利用される２つのレベ
ルのポテンシャルを生成できる。
【０１３９】
　同様の用途のための静電気性の変形例に関して、０．５～５０ｍＣ／ｍ＾２（約０．０
１～１ＭＶ／ｍの場）が提案される。
【０１４０】
　従って、本発明によるシステムを用いて、機械的摩擦ばねを置換できる。このシステム
によって生成されるいずれの機械的摩擦は必ずしも欠点ではなく、スリーブに対する有意
な摩擦が存在する場合の径方向保持の場合等に利用できる。従って摩擦は、針等の浮動す
る可動要素からエネルギを散逸させるために利用できる。
【０１４１】
　また、接触の維持による機械的摩擦を、渦電流タイプの制動システムと組み合わせるこ
ともできる。
【０１４２】
　要するに、本発明により、衝撃の振幅に応じて、衝撃時に以下の機能を分離させること
ができる：
　‐例えば非平衡状態の磁石を用いて、アーバが停止部材に対して保持されているシステ
ムに関して、磁力は、小さい衝撃時にはアーバを接触状態に維持するが、衝撃がアーバを
移動させるために十分な大きさとなると急速に減少する。続いてこれを機械的停止部材が
引き継ぐ；
　‐磁化が軸方向に沿って変動するシステムに関して、衝撃の強度によって、この方向の
変位に関して、アーバが停止部材上に残留するエネルギを散逸させる最大値までの、複数
の値が画定される。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　腕時計用の時計サブアセンブリ（２００）であって、
　前記サブアセンブリ（２００）は、主構造体（１００）と、前記主構造体（１００）の
少なくとも１つのハウジング（１４；１５）の内側の枢軸（ＤＡ）の周りで枢動可能なア
ーバ（１０）とを備え、
　前記アーバ（１０）は、帯磁若しくは磁気伝導性材料、又は帯電若しくは静電伝導性材
料からなる少なくとも１つの表面（１６；１８；２１；２２）を備え、
　前記主構造体（１００）は、前記アーバ（１０）の軸方向及び／又は磁性保持のために
、少なくとも１つの前記表面の近傍に少なくとも１つの磁場又は静電場を生成するよう配
設された、少なくとも１つの極片（１１；１２；３１；３２）を備える、時計サブアセン
ブリ（２００）において、
　前記時計サブアセンブリ（２００）は：
　少なくとも１つの前記極片（１１；１２；３１；３２）が、少なくとも１つの前記表面
（１６；１８；２１；２２）と、前記枢軸（ＤＡ）に沿って、軸方向及び径方向の引き付
け又は反発によって協働することにより、径方向の衝撃を吸収し、前記衝撃の停止後に前
記アーバ（１０）を動作位置に戻すよう、配設されることを特徴とし；
　少なくとも１つの前記極片（１１；１２；３１；３２）が、少なくとも１つの前記表面
（１６；１８；２１；２２）の近傍に、前記アーバ（１０）を前記ハウジング（１４；１
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５）の壁に向かって径方向に引き付ける傾向を有する少なくとも１つの前記磁場又は静電
場を生成するよう、配設されることを特徴とする、時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項２】
　少なくとも１つの前記場は、前記アーバ（１０）の軸方向の前記引き付け又は反発を保
証し、前記枢軸（ＤＡ）の周りで実質的に回転するものであり、磁場であること；及び
　少なくとも１つの前記場の、前記枢軸（ＤＡ）に沿った軸方向成分の強度は、０．５５
テスラ超であること
を特徴とする、請求項１に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項３】
　前記アーバ（１０）は、磁気又は静電気ポテンシャルのみによって、前記枢軸（ＤＡ）
に沿って軸方向に制動され、
　前記磁気又は静電気ポテンシャルは、前記枢軸（ＤＡ）に沿って変化し、少なくとも１
つの前記極片（１１；１２；３１；３２）と少なくとも１つの前記表面（１６；１８；２
１；２２）との間の引き付け又は反発による協働に由来する抵抗性応力を生成する
ことを特徴とする、請求項１に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項４】
　前記ポテンシャルのプロファイルは、前記抵抗性応力が、前記枢軸（ＤＡ）に沿った前
記アーバ（１０）の移動中に連続的に増大又は減少するようなプロファイルであることを
特徴とする、請求項３に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項５】
　前記アーバ（１０）は、少なくとも１つの磁場又は静電場障壁を形成する前記ポテンシ
ャルプロファイルのみによって、前記枢軸（ＤＡ）に沿って軸方向に制動され、
　前記障壁は、前記枢軸（ＤＡ）に沿った前記アーバ（１０）の移動を制動又は停止する
よう配設される仮想的な環状のキャッチを形成する
ことを特徴とする、請求項３に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項６】
　前記アーバ（１０）は、複数の前記障壁のみによって、前記枢軸（ＤＡ）に沿って軸方
向に制動され、
　各前記障壁と交差することにより、衝撃の動力学的エネルギの一部が吸収され、各前記
障壁は、ポテンシャルレベルの境界を形成する
ことを特徴とする、請求項５に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項７】
　前記障壁は連続しており、前記枢軸（ＤＡ）に沿って、前記アーバ（１０）の動作位置
から前記主構造体（１００）が備える機械的停止部材に向かって、磁場又は静電場強度が
増大するものであることを特徴とする、請求項５に記載の時計サブアセンブリ（２００）
。
【請求項８】
　前記機械的停止部材は、磁性停止部材と対になっているか、又は磁性停止部材を形成す
ることを特徴とする、請求項７に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項９】
　前記主構造体（１００）は、少なくとも１つの第１のハウジング（１４）を備える第１
の構造体（１１）を備え、前記アーバ（１０）は少なくとも、前記第１のハウジング（１
４）の内側で枢動可能であり、前記第１の構造体（１１）は、前記第１のハウジング（１
４）内に、前記枢軸（ＤＡ）の周りで実質的に回転する前記磁場又は静電場を生成し、こ
れによって前記アーバ（１０）に、前記アーバ（１０）を前記枢軸（ＤＡ）に沿って整列
させる傾向を有する応力を与えること；及び
　前記主構造体（１００）は、前記第１の構造体（１１）上又は前記主構造体（１００）
が備える第２の構造体（１２）上に配設された第２のハウジング（１５）内に、帯磁又は
帯電した塞止表面（１２０）を備え、前記塞止表面（１２０）は、前記アーバ（１０）が
備える帯磁又は帯電した前面（１８）に対して、前記枢軸（ＤＡ）に沿って軸方向に引き
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付ける又は反発するよう配設されること
を特徴とする、請求項１に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項１０】
　前記場は磁場であること；及び
　前記前面（１８）と前記塞止表面（１２０）との間の前記磁場の強度は、０．５５テス
ラ超であること
を特徴とする、請求項９に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項１１】
　前記アーバ（１０）は第１の上側肩部（１６）を備え、前記第１の上側肩部（１６）は
前記第１のハウジング（１４）の内側に格納され、また少なくとも前記第１の上側肩部（
１６）の表面に帯磁若しくは強磁性材料を備えるか、又は少なくとも前記第１の上側肩部
（１６）の表面に静電伝導性材料を備え、前記少なくとも１つの第１の上側肩部（１６）
は、前記第１のハウジング（１４）内において、前記第１の構造体（１１）が生成する前
記磁場又は静電場に曝露されること；及び
　前記アーバ（１０）は、前記構造体（１１）が備える、又は前記時計サブアセンブリ（
２００）の第３の構造体（１３）が備える、第２のハウジング（１５）の内側に格納され
た少なくとも１つの第２の下側肩部（１７）を備え、前記第２のハウジング（１５）は、
停止部材を形成すること
を特徴とする、請求項９に記載の時計サブアセンブリ。
【請求項１２】
　前記第２のハウジング（１５）は、前記塞止表面（１２０）を備える前記第２の構造体
（１２）を取り囲むことを特徴とする、請求項１１に記載の時計サブアセンブリ（２００
）。
【請求項１３】
　前記アーバ（１０）は、前記アーバ（１０）のアーバ軸（ＡＡ）の周りで回転するもの
であり、前記アーバ軸（ＡＡ）は、前記アーバ（１０）が前記第１のハウジング（１４）
内にある場合に前記枢軸（ＤＡ）と整列すること；及び
　前記アーバ（１０）は、前記第１のハウジング（１４）を形成する回転式の穿孔と協働
する、少なくとも１つの第１の円筒形上側肩部（１６）を備えること
を特徴とする、請求項９に記載の時計サブアセンブリ（２００）。
【請求項１４】
　請求項１に記載の少なくとも１つの時計サブアセンブリ（２００）を含む、ムーブメン
ト（５００）。
【請求項１５】
　請求項１に記載の少なくとも１つの時計サブアセンブリ（２００）を含む、腕時計（１
０００）。
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